
別添 1 
 

 

 
 

令和４年度厚生労働科学研究費補助金 
 
 

政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業） 
 

レセプトデータ等を用いた、長寿化を踏まえた医療費の構造の変化に影響を 
及ぼす要因分析等のための研究 

（政策変更を「自然実験」とする弾力性の推計に係る実証研究） 
 
 

令和４年度 総括･分担研究報告書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究代表者 野口 晴子 
 
 

令和 5（2023）年 5 月 
 

 



 

 

 

 

別添 2 

目      次 
Ⅰ．総括研究報告 
レセプトデータ等を用いた、長寿化を踏まえた医療費の構造の変化に影響を及ぼす要因分析等のた

めの研究（政策変更を「自然実験」とする弾力性の推計に係る実証研究） ...........................................1 

研究代表者 野口晴子 早稲田大学 政治経済学術院 
 
(資料 1) 第 1 回班会議 (2022 年 9 月 30 日)配布資料 
(資料 2) 第 2 回班会議 (2023 年 3 月 20 日)配布資料 
(資料 3) 野口晴子. 『時事評論 ポストコロナ社会に関する一考察－子どもの「学び」と

「育ち」を守るために－』 週刊社会保障,3173, 28-29 (2022.06)  
(資料 4) 野口晴子. 『時事評論 次世代へ向けた医療・介護ビッグデータの現状と課題』 週
刊社会保障,3192, 26-27 (2022.10)  
(資料 5) 野口晴子. 『時事評論 次世代へ向けた医療・介護ビッグデータの現状と課題－そ

の２』 週刊社会保障,3201, 46-47 (2023.01)  

 
Ⅱ．分担研究報告 
1． レセプトデータ等を用いた、長寿化を踏まえた医療費の構造の変化に影響を及ぼす要因分析

等のための研究に係る先行研究レビュー ...................................................................................... 91 
研究分担者 及川 雅斗  早稲田大学 高等研究所 
研究分担者 富 蓉   早稲田大学 商学学術院 
研究分担者 川村 顕  早稲田大学 人間科学学術院 
研究分担者 山縣 然太朗 山梨大学・ 大学院総合研究部医学域・ 

基礎医学系(社会医学) 
研究分担者 朝日 透  早稲田大学 理工学術院 
研究分担者 山名 早人 早稲田大学 理工学術院 
研究分担者 牛 冰  大阪公立大学・経済学研究科 
研究代表者 遠山 祐太 早稲田大学 政治経済学術院  
研究代表者 野口 晴子  早稲田大学 政治経済学術院  
 

2．窓口負担割合の変更が後期高齢者の受療行動に与えた影響の評価－2022 年 10 月の制度変

更によるエビデンス－ .......................................................................................................................... 101 

研究分担者 及川 雅斗  早稲田大学 高等研究所 
研究分担者 富 蓉   早稲田大学 商学学術院 
研究分担者 川村 顕  早稲田大学 人間科学学術院 
研究代表者 野口 晴子  早稲田大学 政治経済学術院  



 

 

 

 

3．COVID-19 感染拡大が後期高齢者の医療需要に与えた影響 .................................................... 129 
研究分担者 富 蓉   早稲田大学 商学学術院 
研究分担者 及川 雅斗  早稲田大学 高等研究所 
研究分担者 川村 顕  早稲田大学 人間科学学術院 
研究代表者 野口 晴子  早稲田大学 政治経済学術院 

 
研究成果の刊行に関する一覧表 .................................................................................................... 155 
 



- 1 - 
 

別添 3 

令和4年度厚生労働科学研究費補助金 
政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業） 

(総括) 研究報告書 
 

レセプトデータ等を用いた、長寿化を踏まえた医療費の構造の変化に影響を及ぼす要因分析等のた
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研究要旨 

日本は，今世紀において史上類を見ない急激な人口減少時代に突入し，経済も未だ長期低迷か

ら脱却したとは言い難い状況にある．そうした中，新型コロナウイルスの世界的な感染爆発は，医療

や保健を下支えする稀少な人的・物的資源の偏在や財政の逼迫等，現行制度の持続可能性を脅

かすリスクを顕在化させることになった．高齢人口がピークに到達すると予測される2040年へ向け，

無謬性を前提とする従来の規範的な政策決定あり方から，科学的根拠に基づいた政策立案

(Evidence-Based Policy Making：以下，EBPM)に根差したP(立案・Plan)・D(実行・Do)・C(評価・

Check)・A(改善・Action) (以下，EBPM－PDCA) サイクルによる実証的な政策形成過程への転換

が求められている．こうした問題意識の下，本研究では，以下の2つを研究課題として設定する． 
【課題1】2022年10月における，75歳以上の後期高齢者を対象とした患者の窓口負担額の変化を

「外生ショック」とし，後期高齢者の医療需要の価格弾力性の推定を行う．  
【課題2】2021年11月以降における各月における都道府県別のCOVID-19の感染状況のばらつき

・変動の違いを「外生ショック」とした感染症拡大による患者の受診行動の変化（受診抑制・所得弾力

性）の推定を行う． 
初年度に当たる2022年度では， まず，上記2つの主要課題に係る先行研究のレビューを行った． 

Google Scholar，及び，RePEc (Research Papers in Economics)上で検索を行った結果，【課題1】に
関する先行研究(14本)では，窓口負担割合の変更や自治体間での補助金制度の対象範囲や導入

時期の違いを準実験的環境と捉え，それにより，患者が直面する医療サービスの価格が異なること

を利用した，回帰不連続デザイン(regression discontinuity design：以下，RDD)や差分の差分法

(difference-in-differences: DID)等を用いて，価格弾力性が推定されている．【課題2】についても(34
本)，地域間，あるいは，時系列での感染や介入状況の違いを準実験的環境として，受診行動の変

化やその変化が健康アウトカムに与えた影響を検証した研究があるが，その殆どが海外の文献であ

った．本研究プロジェクトでは，こうした先行研究を参考に，厚生労働省・保険局調査課により収集・

整備が進められている「所得課税情報等に応じた医療費情報」を用いた実証研究を行う．研究対象

が後期高齢者に限定されているとはいえ，75歳以上全人口を対象に，医療レセプトに所得が突合さ

れている，本邦初となるデータを基盤とする研究となるため，当該データのこうした特徴を活かし，高

齢者人口が最大となる2040-2050年を見据えた医療政策に資するエビデンスの創出が期待される． 
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先行研究に従い，【課題1】に係る研究では，厚生労働省保健局調査課により収集・整備が行われ

た「所得課税情報等に応じた医療費情報」にRDDを応用し，2022年10月に実施された，後期高齢者

医療制度の被保険者のうち一定以上の所得を持つ者に対する窓口負担割合の1割から2割への引

き上げを準実験的環境と捉え，医療需要の価格弾力性の推定を行った．結果，医科外来診療にお

いて医療費が3.8%減少し，需要の価格弾力性は0.038と算出された．また，RDDにevent studyモデ

ルを組み合わせた分析から，窓口負担割合が上昇する直前に，医療費額が上昇する「駆け込み需

要」を示唆する推定結果が得られた．さらに，窓口負担割合が上昇した2022年10月以降の推定値を

用いて価格弾力性を計算すると，弾力性は0.024-0.072の範囲で推定された．医療サービスの価格

弾力性は，医療政策の決定において，重要なパラメタであり，個人の属性ごとに異なる可能性があ

る．居住地域や傷病ごとに価格弾力性を推定し，その弾力性の幅を提示することにより，効率的な政

策運営を手助けするための重要な知見になるだろう． 
【課題2】について，全標本を対象とした分析では，第6波(2022年1-2月)において，受診率が大幅

に下落し，受診抑制が発生することが明らかになった．同様の傾向は，入院・外来・歯科・調剤の全

てで観察され，医療支出と診療実日数についても同様の結果が得られた．また、入院と歯科受診で

は，感染が一旦収束する6月に受診率が大幅に増加する現象が観察された．この結果は，第6波の

感染収束まで受診を延期していた可能性を示唆するものかもしれない．層別分析では，第1に，受

診抑制は，必ずしも，居住地域近隣の感染状況にのみ依存して発生するわけではなく，他の地域の

感染状況によって発生する可能性がある．第2に，受診率をみる限り，受診行動には所得勾配が介

在せず，異なる所得水準での受診行動のパターンに違いはない．入院・外来の受診者のみを対象

にすると，非課税対象者に比べ，課税対象者の方が，わずかながら，医療支出が高く，診療実日数

が長い傾向があるものの，受診率の結果から，日本における皆保険制度の下，コロナ禍でも，概ね，

医療サービスに対するアクセスの公正性が担保されていたといえるだろう．傷病による層別分析から

は，一部の傷病で，第6波，第7波(2022年7-8月)ともに入院受診率が減少傾向を示すと同時に，6月
に大幅な受診率の増加が発生したことから，感染収束まで入院受診を延期していた可能性が示唆さ

れ，これらの傷病を基礎疾患として抱える後期高齢者は重症化リスクを怖れ，パンデミックに対し一

貫して敏感な反応を示したのかもしれない．最後に，傷病によっては，入院と外来とで，パンデミック

下において，逆の動向を示したことから，感染拡大による病床数の逼迫等，医療供給体制の制約条

件に影響を受け，入院受診から外来受診へのシフトが発生した可能性が示唆される．今後，全国を

対象として，各二次医療圏における医療供給体制のデータを突合し，月次ベースでの医療サービス

(COVID-19，及び，COVID-19以外の傷病)に対する需要を解析すれば，供給体制の逼迫が患者の

受診行動とアウトカムに与える影響を検証することが可能となる．そうした分析を行うことで，将来の

感染症対策や，有事における医療供給体制の整備に資する基礎資料が得られるだろう． 
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A．研究目的 
日本は，今世紀において史上類を見ない

急激な人口減少時代に突入し，経済も未だ

長期低迷から脱却したとは言い難い状況にあ

る．そうした中，新型コロナウイルスの世界的

な感染爆発は，医療や保健を下支えする稀

少な人的・物的資源の偏在や財政の逼迫等，

現行制度の持続可能性を脅かすリスクを顕在

化させることになった．高齢人口がピークに到

達すると予測される 2040 年へ向け，無謬性を

前提とする従来の規範的な政策決定あり方か

ら，科学的根拠に基づいた政策立案

(Evidence-Based Policy Making：以下，

EBPM)に根差した P(立案・Plan)・D(実行・

Do)・C(評価・Check)・A(改善・Action) (以下，

EBPM－PDCA) サイクルによる実証的な政

策形成過程への転換が求められている． 
こうした問題意識の下，本研究では，以下

の 2 つを研究課題として設定する． 
【課題 1】2022 年 10 月における，75 歳以

上の後期高齢者を対象とした患者の自己負

担率の変更による窓口負担額の変化を「外生

ショック」とし，厚生労働省・保険局調査課によ

り収集・整備が進められている「所得課税情報

等に応じた医療費情報」を用いた医療需要の

価格弾力性の推定を行う．本課題について

は，総務省が公表している地域別集計データ

(e-Stat)を，地域識別コードを用いて，「所得課

税情報等に応じた医療費情報」に突合し，高

齢者個々の属性のみならず，各地域の社会

経済的属性(socio-economic status：以下，

SES)を統制した上で，全サンプル，及び，地

域・傷病別の弾力性推計を行うことにより，地

域・傷病ごとの医療ニーズに対する検証を行

う． 
【課題 2】2021 年 11 月以降における各月

における都道府県別の COVID-19 の感染状

況のばらつき・変動の違いを「外生ショック」と

した感染症拡大による患者の受診行動の変

化（受診抑制・所得弾力性）の推定を行う．課

題 1 と同様，個人及び地域属性を統制した上

で，全サンプル，及び，地域・傷病別の受診

行動の違いを検証する． 
 

B．研究方法 
B-1 先行研究のレビュー 

Google Scholar，RePEc (Research Papers in 
Economics)上で，【課題1】については，

deductibles, coinsurance，copayment, patient 
cost-sharing, insurance claim review，health 
care use, demand for health care, health 
care/medical insurance, health care subsidy, 
regression discontinuity design, difference-in-
differencesを，【課題2】については，impact of 
the COVID-19 pandemic and policy 
response/lockdown on health care utilization, 
transmission risk, hospital/health care 
avoidance，reallocation of healthcare 
resources, closure of healthcare facilities, 
uncertaintyをキーワードとして検索を行った． 
結果，【課題1】については14本，【課題2】

については34本の研究を関連研究として，以

下で要約を行う． 
 
B-2 【課題1】に係る研究方法 

2022 年 10 月より，後期高齢者医療制度の

被保険者のうち，一定以上の所得を持つ被保

険者の医療費窓口負担割合が 1 割から 2 割

に引き上げられることとなった．当該制度変更

を準実験的環境として，「所得課税情報等に

応じた医療費情報」(厚生労働省保健局調査

課)に回帰不連続デザイン(regression 
discontinuity design：以下，RDD)を応用し，

医療需要の価格弾力性の推定を行う． 
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当該情報は，個人レベルの月次パネルデ

ータの形で提供され，現状，全国の都道府県

後期高齢者医療広域連合のデータを 2021
年 11 月より 2022 年 11 月までの 13 ヶ月分利

用可能である．受療行動に関わる情報として

は，医療費の月額，月毎の受診回数が利用

可能であり，所得情報は年次の所得額が項

目別(例，事業所得，給与所得，年金所得)で
提供された．加えて，居住自治体 ID や被保

険者の年齢といった個人属性も利用可能であ

る．観測数(=個人×月次)は，13 ヶ月全体で

2.4 億件であり，平均で各月 1826 万人の被

保険者数を含む．  
窓口負担 2 割の判定に用いる所得（以下，

income）は「公的年金等収入」と「その他の合

計所得金額」の和として定義した．公的年金

等収入はデータから直接入手可能であるが，

その他の合計所得金額については，各種所

得変数をもとに著者らで計算した．  
分析に際して，サンプルを課税所得が 28

万円以上かつ 145 万円未満で単身世帯に属

する被保険者に限定した．単身世帯にサンプ

ルを制限したため，サンプル内の被保険者に

とって，200 万円が所得基準となる．加えて，

データ提供の都合により，現行の分析では，

茨城県に居住する被保険者をサンプルから

除外した． 
 
B-3 【課題2】に係る研究方法 
本研究では，【課題 1】と同様，「所得課税情

報等に応じた医療費情報」(暫定版：2021 年

11 月-2022 年 8 月，北海道)に，市区町村の

感染者数(日次情報)と人口(住民基本台帳か

ら推定した年次情報)を基に，北海道内の各

14 総合振興局・振興局で人口 1 万人当たり

の感染者数を月次集計したデータを突合し，

分析を行う．なお，本研究の観察期間は，第

6 波と第 7 波を含んでおり，分析対象となるの

は，75 歳以上の後期高齢者で，生活保護の

非受給者である．結果，分析に用いるデータ

の標本数は，各月約 84-86 万件で、観察期

間の 10 カ月間の総計で約 850 万件である． 
 本研究では、後期高齢者の医療サービスの

利用について，様々な側面からの評価を行う

ため，複数のアウトカム変数を用いる．具体的

には，①全標本を対象とした受診率(%)，及
び，入院・外来・歯科・調剤別の受診率(%)，
②全標本を対象とした 1 人当たり医療支出，

及び，入院・外来・歯科・調剤別の 1 人当たり

医療支出，そして，③全標本を対象とした 1
人当たり診療実日数，及び，入院・外来・歯科

・調剤別の 1 人当たり診療実日数，である． 
 ここでは，記述的な統計解析を中心に分析

を行うが，全標本を対象とした分析に加えて，

地域・所得・傷病別の層別解析を行った．第

1 に，地域別については，北海道内の 14 の

各総合振興局・振興局ごとに、層別化し，地

域間での比較を行った．第 2 に，厚生労働省

・保険局調査課から提供して頂いた「所得課

税情報等に応じた医療費情報」は，レセプト

に詳細な所得情報が突合された本邦初のデ

ータセットであることから，課税対象者と非課

税対象者とに層別化し，分析を行った．最後

に，20 の傷病別(大分類)に層別化し，受診行

動・医療需要の違いについて検証を行った． 
（倫理面への配慮） 

本研究では，厚生労働省保健局調査課に

より収集・整備が行われた「所得課税情報等

に応じた医療費情報」の匿名化された個票情

報を用いるに当たり，早稲田大学「人を対象と

する研究に関する倫理審査委員会」にて，倫

理審査不要の判断を受けている(承認番号：

2022-HN038；承認日：2022 年 11 月 25 日)．
なお，提供された個票には個人を特定できる
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情報は含まれていない． 
 
C．研究結果 
C-1 先行研究のレビュー 
 まず，【課題1】についてであるが，経済学の

分野において，RAND研究所が実施した

Health Insurance Experiment(Manning et al., 
1987)等，医療サービス需要の価格弾力性を

推定する試みがなされてきた．日本では，高

齢者の医療需要に焦点を当て，価格弾力性

を推定した複数の研究が存在する．これらの

研究では，70歳以降で窓口負担割合が3割か

ら1割-2割に引き下げられた2014年における

制度変更を準実験的環境と捉え，当該制度

変更が高齢者の医療サービス需要に与えた

影響が分析されている(e.g., Ando & Takaku, 
2016; Fukushima et al., 2016; Komura & 
Bessho, 2022; Nishi et al., 2012; Shigeoka, 
2014)．分析の結果では，医療サービス需要

の価格弾力性は，例えば，外来診療では

0.2(Shigeoka, 2014)，0.16(Fukushima et al., 
2016)，0.049(Komura & Bessho, 2022)，入院

では，0.2(Shigeoka, 2014)，0.035(Komura & 
Bessho, 2022)，歯科では，0.41(Ando & 
Takaku, 2016)と推計されている． 
医療サービス需要の価格弾力性について

は，子どもに焦点を当てた研究も国内外に数

多く存在する．日本では，少子化対策の一環

として，乳幼児医療費助成制度等，自治体に

より提供されている補助金制度が存在する．

当該助成制度では，補助対象年齢や補助額

が自治体間で異なることから，そうした自治体

間の補助制度の違いを外性変動と捉え，医療

サービス需要の価格弾力性を推定している

(e.g., Iizuka & Shigeoka, 2021, 2022; Kang et 
al., 2022)．子どもへの医療費助成は諸外国で

も行われており，同様の分析がなされている

(Han et al., 2020; Nilsson & Paul, 2018)．他に

も，医療サービスの価格弾力性を米国の

Medicare制度を利用して推定した研究

(Trivedi et al., 2008, 2010)や韓国のがん検診

プログラムに対する価格弾力性を分析した研

究(Kim & Lee, 2017)等がある． 
 【課題 2】に係る先行研究では，COVID-1

9 によって受診抑制が発生する様々な原因，

及び，そうした受診抑制のアウトカムについて

の検証が行われている． 
第 1 に，受診の抑制要因については，受

診者の感染リスクへの懸念(Mantica et al., 
2020; Zhang, 2021)，パンデミック対応のため

の医療資源の再配置(Meneghini, 2020; 
Zhang et al., 2020)，感染拡大による医療施設

の閉鎖と受診抑制政策(Chiba et al.，2021；
Kruizinga et al.，2021；Vislapuu et al.，2021)，
不確実性やパニック等(Vai et al., 2021)に着

目した分析がなされている． 
次に，受診抑制は，個人の健康と社会全体

の公衆衛生に様々な面で否定的な影響を与

えたかもしれない．第 1 に，受診抑制により，

診断と治療の遅延が発生した可能性がある

(Bhatt et al.，2020；Lange et al.，2020；Masrror 
et al.，2020；Moroni et al.，2020；Sud et al.，
2020)．第 2 に，受診抑制は急性期ばかりで

はなく，糖尿病，高血圧，がん等の慢性期疾

患の患者にも影響を与える(Jones et al.，2020
；Lazzerini et al.，2020；Ma & Holt，2020；
Ryan et al.，2020;  Dinmohamed et al.，
2020)．第 3 に，受診抑制は，精神疾患患者

にも否定的な影響を与えた可能性が高い

(Hoyer et al.，2021；Yildirim et al.，2021)．結
果，精神疾患患者間での，心理的苦痛が深

刻となり，症状の悪化，不安，うつ病，自殺思

考等が増大した(Nochaiwong et al.，2021；
Salari et al.，2020)．第 4 に，受診抑制は，母
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子保健にも影響を与えた．コロナ禍におい

て，妊婦は出産前のケア，出生前検査，産後

のフォローアップ等に対するアクセスが困難と

なり，合併症の発生等，母体や出生児の健康

状態への悪影響が危惧された(Ashish et al.，
2020；Goyal et al.，2021；Hajek et al.，2021；
Kumari et al.，2020；Kotlar et al.，2021)．  
さらに，先行研究では，COVID-19 の重症

化や合併症の発生リスクが高い脆弱な高齢者

で，受診抑制の確率が高い傾向にあることが

強調されている(Daoust，2020)．こうした高齢

者の受診抑制行動は，ウイルス感染拡大への

強い懸念やそれに関連する要因に起因する

ものであると指摘されている(Banakar et al.，
2020)．具体的には，高齢者に回避行動傾向

が観察される医療サービスには，定期的な健

康チェックや予防ケア，緊急ではない待機的

手術，歯科治療，リハビリテーションと理学療

法，在宅医療サービス等が含まれる

(D'Adamo et al.，2020；Goethals et al.，2020；
Mahdi et al.，2020；Yang et al.，2020)． 

Zhang(2021)では，受診抑制と死亡率との

関連性についての分析が行われ，第 1 波期

中における受診抑制の著しい増加が明らかに

され，こうした受診抑制行動が，非 COVID-19
疾患の患者の死亡率の上昇と有意に関連し

ていることがわかった．Cantor et al.(2022)で
は，シェルターインプレース(いわゆる，non-
pharmaceutical interventions：公衆衛生的／

非医薬品介入)政策の実施に伴い，週ごとの

予防ケアや待機的手術，診療所や病院等へ

の通院頻度が減少したことが明らかにされた．  
 
C-2 【課題1】の研究結果 

医療費総額の対数値が，窓口負担割合が

変わる 200 万円の近傍で下落したことがわか

った．RDD 推定値は-0.018 で，統計的に有

意ではなかった．医療費を種目別に分けて分

析を行った結果，全ての種目で，医療費の対

数値が 200 万円の近傍で下落していたが，

統計的に有意な推定値は医科外来でのみで

あった．医科外来医療費の RDD 推定値は-
0.038 と推定され 5%水準で統計的に有意で

あった．この推定値は被保険者の負担割合が

1 割から 2 割に変化した場合外来医療費が

3.8%下落したと解釈できる．200 万円の所得

基準を超えたことにより，医療費窓口負担が 1
割から 2 割に 100%上昇したとすると，外来診

療の需要の価格弾力性は 0.038 と解釈でき

る．また，サンプルを 75-80 歳と 81 歳以上に

分割すると，医科外来に対する RDD 推定値

は，81 歳以上のサンプルでのみ 5%水準で

統計的に有意に推定され，75-80 歳で推定さ

れた推定値と比較して 5 倍以上の大きさであ

った．これらの弾力性値は Komura and 
Bessho(2022)と非常に近い値である一方で，

Shigeoka(2014)や Fukushima et al. (2016)と
比較するとそれぞれ 1/5，1/4 と小さい値となっ

た． 
また，RDD-event study 分析からは，窓口

負担割合が 1 割から 2 割に上昇する直前に

医療費総額，医科外来費用，調剤費用にお

いて，「駆け込み需要」を示唆する推定結果

が得られた．また，窓口負担割合が上昇した

2022 年 10 月以降の推定値を用いて価格弾

力性を計算すると，弾力性は 0.024-0.072 の

範囲となった． 
 

C-3 【課題2】の研究結果 
全標本を対象とした分析結果では，第6波が

発生した2022年1-2月に、受診率が大幅に減

少し，後期高齢者の間で受診抑制が起こった

と推測できる．また，同年5月にも受診率が減

少しているが，6月には受診率が元に戻って
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いることから，この結果は，医療施設が休診と

なる5月初旬のゴールデンウィークの影響を反

映しているのかもしれない．他方で，第7波に

当たる2022年7-8月には，受診率の減少はほ

とんど観察されなかった．この結果は，医療支

出と診療実日数でも同様であった． 
 これを，入院・外来・歯科・調剤別に見てみ

ると，外来・調剤は全標本を対象とした場合と

ほぼ同じ結果であったが，入院と歯科で異な

る傾向が見られた．入院と歯科受診について

は，第6波と第7波ともに受診抑制が観察され

たが，外来・調剤受診では第7波については

受診抑制が観察されなかった．前者では，後

期高齢者間での感染リスクを回避する行動が

一貫しているが，後者ではそうした行動はとっ

ていなかったことになる．こうした結果から，コ

ロナ禍における受診行動の複雑性がみてとれ

る． 
 次に，地域・所得・傷病別の草加分析の結

果を見てみよう．北海道の全地域において，

第6波で受診率が減少傾向にああったが，興

味深いのは，宗谷総合振興局・日高振興局・

根室振興局・檜山振興局・留萌振興局におい

て，第6波(2022年1-2月)時点での感染者数が

ほぼ0であるにもかかわらず，受診抑制が発生

している点である．  
 所得による層別分析の結果では，所得水準

とは無関係に，第6波では受診率が大きく落

ち込み，受診抑制が発生していた．また，医

療支出と診療実日数についても同様の傾向

であることがみてとれる一方で，第7波では受

診抑制は観察されない．興味深いのは，受診

率をみる限り，受診行動には所得勾配

(income gradient)が介在しておらず，異なる所

得水準で，同様の受診行動のパターンが観

察される点である．唯一，所得勾配が介在す

る可能性が示唆されたのは歯科受診で，課税

対象者は非課税対象者と比べ，歯科の受診

率が高い傾向にあることがわかった．しかし，

受診者のみを対象とした場合の医療支出と診

療実日数については，所得勾配は介在して

いない．また，歯科の特徴として，第6波のみ

ならず，第7波でも受診率が大幅に下落して

おり，所得とは無関係に，口腔ケアを行う歯科

が，後期高齢者に忌避される傾向にあったこ

とがみてとれる．  
最後に，傷病別に，入院と外来の受診行動

をみてみた．入院受診率は，重症急性期呼吸

器症候群(SARS)を除いて，全般的に，いず

れの傷病でも，第 6 波で大きく下落傾向にあ

る．第 7 波においても，入院受診率が減少し

た傷病は，感染症及び寄生虫症，新生物，血

液，内分泌，神経，眼，耳，循環器，消化器，

筋骨格系，腎尿路生殖器，先天奇形であっ

た．また，これらの傷病のほとんどで，6 月に

大幅な受診率の増加が起こっている． 
外来の受診行動では，感染症・寄生虫症、

眼、耳、消化器、皮膚など一部の傷病では、

入院と同様，第 6 波に対する受診抑制が観

察されるが，新生物，血液，内分泌，精神，神

経などでは，むしろ外来受診が顕著に増加傾

向にあることが確認できる．第 6 波と第 7 波と

もに，入院では受診率が減少傾向，外来では

増加傾向と，ほぼ逆の動向を示しているの

が，血液，内分泌，神経であった．また，第 6
波，あるいは，第 7 波のみで，同様に，入院と

外来でほぼ逆の傾向を示していたのが，第 6
波のみの新生物(第 6 波のみ)，残りは第 7 波

のみの，感染症・寄生虫症，精神，循環器，

呼吸器，筋骨格系，腎臓尿生殖器，損傷であ

った． 
 

D．考察／E．結論 
D-1 先行研究のレビュー 
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【課題 1】に関する先行研究では，窓口負

担割合の変更や自治体間での補助金制度の

対象範囲や導入時期の違いを準実験的環境

と捉え，それにより，患者が直面する医療サー

ビスの価格が異なることを利用し，RDD や差

分の差分法(difference-in-differences: DID)等
を用いて，価格弾力性が推定されている． 
先行研究に則り，本研究プロジェクトでも，

2022 年 10 月の後期高齢者に対する窓口負

担割合の上昇が受診行動や医療費与える効

果について，RDD を用いた推定を行うが，

RDD は信頼性の高い政策評価手法である一

方で，推定された処置効果は処置の割り当て

を決める閾値の近傍における極めて局所的な

処置効果となる．70 歳近辺の高齢者よりも 75
歳以上の後期高齢者の方が医療サービスに

対する必要度が高く，価格変化に対して非弾

力的であるかもしれない．また，所得が一定程

度ある高齢者は比較的裕福で，医療サービス

に対してある程度お金を支払ってその後の健

康状態を維持したいと考えるかもしれない．し

たがって，本研究で得られる価格弾力性の推

定値と，先行研究で推計された推定値が必ず

しも一致しないかもしれない．さらに，幅広い

研究設定において，医療需要の価格弾力性

を推計，その幅を提示し，推定されたそれぞ

れの価格弾力性の背後にある状況の整理

は，将来的に，より効率定期な政策運営を手

助けするための重要な知見になりうるだろう．  
【課題 2】に関する先行研究でも，【課題 1】

と同様に，地域間，あるいは，時系列での感

染状況や介入状況の違いを準実験的環境と

して，受診行動への影響や，受診抑制が健康

アウトカムに与えた影響を検証した研究がある

が，制度変更と異なり，地域の感染状況に

は，内生性(endogeneity)の問題が発生する．

つまり，受診抑制等に，人流が減少すれば，

感染率が減少し，ロックダウン等の政策介入

が行われる確率も減少するため，地域間での

感染率がクリアな準実験的・外生的な環境要

因とはなりえないためである．こうした課題に

対処するため，ラグのある感染率を用いたり，

何らかの操作変数を検討したりする必要があ

るだろう． 
本研究プロジェクトでは，こうした先行研究

を参考に，厚生労働省・保険局調査課により

収集・整備が進められている「所得課税情報

等に応じた医療費情報」を用いた実証研究を

行う．研究対象が後期高齢者に限定されてい

るとはいえ，75 歳以上全人口を対象に，医療

レセプトに所得が突合されている，本邦初とな

るデータを基盤とする研究となるため，当該デ

ータのこうした特徴を活かし，高齢者人口が

最大となる 2040-2050 年を見据えた医療政策

に資するエビデンスの創出が期待される． 
 

D-2 【課題1】の結果について 
本研究で得られた価格弾力性は，日本の

高齢者における医療需要の価格弾力性を推

計した先行研究の一部と比較して小さいもの

であったが，その要因の一つは，医療需要の

異時点間代替の存在ではないかと考えられ

る．先行研究は，医療費の窓口負担割合が

70 歳以降で 3 割から 1 割に低下するという政

策的環境を利用して年齢を割り当て変数とし

た RDD 分析を行なっているが，仮に 69 歳

11 ヶ月の被保険者が 70 歳となる翌月から窓

口負担割合が低下すること予測して，その時

点での医療需要を控え，70 歳となったタイミン

グで 69 歳 11 ヶ月の分も含めて医療サービス

を需要した場合，RDD 推定によって得られた

需要の価格弾力性は，「需要控え」がなかっ

た場合と比較して過大に評価されるだろう．本

研究では，「駆け込み需要」という形で，医療
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需要の異時点間代替の可能性が示唆された

ため，先行研究で用いられた状況においても

異時点間代替の有無について検証を行い，

得られた価格弾力性がどのような背景のもと

に得られたかを議論する必要があるだろう． 
先行研究との結果の違いについては，他の

可能性が考えられる．RDD という識別戦略を

用いる場合，推定された処置効果は処置の割

り当てを決める閾値の近傍における極めて局

所的な処置効果となる．70 歳近辺の高齢者よ

りも 75 歳以上の後期高齢者の方が医療サー

ビスに対する必要度が高く，価格変化に対し

て非弾力的であるかもしれない．また，income
が 200 万円近くある後期高齢者は比較的裕

福で，医療サービスに対してある程度お金を

支払ってその後の健康状態を維持したいと考

えるかもしれない． 
政策決定において，医療サービスの価格

弾力性は重要な政策パラメタであり，上述のよ

うに個人毎に異なる可能性がある．幅広い環

境を用いて価格弾力性を推定し，その幅を提

示し，推定されたそれぞれの価格弾力性の背

後にある状況の整理は，より効率定期な政策

運営を手助けするための重要な知見になりう

るだろう． 
今後，全国を対象として，各二次医療圏に

おける医療供給体制のデータを突合し，月次

ベースでの医療サービス(COVID-19，及び，

COVID-19 以外の傷病)に対する需要を解析

すれば，供給体制の逼迫が患者の受診行動

とアウトカムに与える影響を検証することが可

能となる．そうした分析を行うことで，将来の感

染症対策や，有事における医療供給体制の

整備に資する基礎資料が得られるだろう． 
 
D-3 【課題2】の結果について 

本研究での記述統計的な分析に基づく結

果は，COVID-19 感染拡大時における，後期

高齢者の受診行動に対し，様々な示唆を与

える．全標本を対象とした分析では，第 6 波

において，受診率が大幅に下落し，受診抑制

が発生することが明らかになった．同様の傾

向は，入院・外来・歯科・調剤の全てで観察さ

れた．また，医療支出と診療実日数について

も，全標本を対象として算出した場合も，受診

者のみの場合でも，同じであったことから，い

ずれのアウトカムについても一貫した傾向で

あることがわかる． 
また，入院と歯科受診に関して，感染が一

旦収束する 6 月に受診率が大幅に増加する

現象が観察され，この結果は，感染収束まで

入院や歯科の受診を延期していた可能性を

示唆している．  
層別分析でも，いくつかの興味深い示唆を

得た．第 1 に，受診抑制は，必ずしも，居住

地域近隣の感染状況にのみ依存して発生す

るわけではなく，居住地域と同じ都道府県内

の大都市，都道府県全体，あるいは，全国の

感染状況によって発生する可能性があるとい

うことである．この結果から，コロナ禍での受診

行動の分析には，居住地域とより広域での感

染状況との相関を見据えながら，分析を行う

必要があるといえるだろう． 
第 2 に，受診率をみる限り，受診行動には

所得勾配が介在せず，異なる所得水準での

受診行動のパターンに違いはない．入院・外

来の受診者のみを対象にすると，非課税対象

者に比べ，課税対象者の方が，わずかなが

ら，医療支出が高く，診療実日数が長い傾向

があるものの，受診率の結果から，日本にお

ける皆保険制度の下，コロナ禍でも，概ね，医

療サービスに対するアクセスの公正性が担保

されていたといえるだろう． 
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傷病による層別分析からは，一部の傷病

で，第 6 波，第 7 波ともに入院受診率が減少

傾向を示すと同時に，6 月に大幅な受診率の

増加が発生したことから，感染収束まで入院

受診を延期していた可能性が示唆され，これ

らの傷病を基礎疾患として抱える後期高齢者

は重症化リスクを怖れ，パンデミックに対し一

貫して敏感な反応を示したのかもしれない． 
最後に，傷病によっては，入院と外来とで，

パンデミック下において，逆の動向を示したこ

とから，感染拡大による病床数の逼迫等，医

療供給体制の制約条件に影響を受け，入院

受診から外来受診へのシフトが発生した可能

性が示唆される． 
今後，全国を対象として，各二次医療圏に

おける医療供給体制のデータを突合し，月次

ベースでの医療サービス(COVID-19，及び，

COVID-19 以外の傷病)に対する需要を解析

すれば，供給体制の逼迫が患者の受診行動

とアウトカムに与える影響を検証することが可

能となる．そうした分析を行うことで，将来の感

染症対策や，有事における医療供給体制の

整備に資する基礎資料が得られるだろう． 
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(資料 2) 第 2 回班会議 (2023 年 3 月 20 日)配布資料 
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(資料 3) 野口晴子. 『時事評論 ポストコロナ社会に関する一考察－子どもの「学び」と「育ち」を守るために－』 週刊社会保障,3173, 28-29 
(2022.06)  
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(資料 4) 野口晴子. 『時事評論 次世代へ向けた医療・介護ビッグデータの現状と課題』 週刊社会保障,3192, 26-27 (2022.10)  
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(資料 5) 野口晴子. 『時事評論 次世代へ向けた医療・介護ビッグデータの現状と課題－その２』 週刊社会保障,3201, 46-47 (2023.01)  
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別添 4 
令和4年度厚生労働科学研究費補助金 

(政策科学総合研究事業(政策科学推進研究事業)) 
 分担研究報告書 

 
レセプトデータ等を用いた，長寿化を踏まえた医療費の構造の変化に影響を及ぼす 

要因分析等のための研究に係る先行研究レビュー 
 

研究分担者 及川 雅斗  早稲田大学 高等研究所 
研究分担者 富 蓉   早稲田大学 商学学術院 
研究分担者 川村 顕  早稲田大学 人間科学学術院 
研究分担者 山縣 然太朗 山梨大学・ 大学院総合研究部医学域・ 

基礎医学系(社会医学) 
研究分担者 朝日 透  早稲田大学 理工学術院 
研究分担者 山名 早人 早稲田大学 理工学術院 
研究分担者 牛 冰  大阪公立大学・経済学研究科 
研究代表者 遠山 祐太 早稲田大学 政治経済学術院  
研究代表者 野口 晴子  早稲田大学 政治経済学術院  

 
研究要旨 

本研究では，2 つの主要課題に係る先行研究のレビューを行った．【課題 1】では，2022 年 10
月における，75 歳以上の後期高齢者を対象とした患者の窓口負担割合の変更を「外生ショック」

とし，医療需要の価格弾力性の推定を行う．【課題 2】では，2021 年 11 月以降の各月における

地域間での COVID-19 の感染状況の変動を「外生ショック」とした患者の受診行動の変化(受診

抑制・所得弾力性)の推定を行う．Google Scholar，及び，RePEc (Research Papers in Economics)
上で検索を行った結果，【課題 1】に関する先行研究(14 本)では，窓口負担割合の変更や自治

体間での補助金制度の対象範囲や導入時期の違いを準実験的環境と捉え，それにより，患者が

直面する医療サービスの価格が異なることを利用した，回帰不連続デザイン(regression 
discontinuity design：以下，RDD)や差分の差分法(difference-in-differences: DID)等を用いて，

価格弾力性が推定されている．【課題 2】についても(34 本)，地域間，あるいは，時系列での感染

や介入状況の違いを準実験的環境として，受診行動の変化やその変化が健康アウトカムに与え

た影響を検証した研究があるが，その殆どが海外の文献であった．本研究プロジェクトでは，こう

した先行研究を参考に，厚生労働省・保険局調査課により収集・整備が進められている「所得課

税情報等に応じた医療費情報」を用いた実証研究を行う．研究対象が後期高齢者に限定されて

いるとはいえ，75 歳以上全人口を対象に，医療レセプトに所得が突合されている，本邦初となる

データを基盤とする研究となるため，当該データのこうした特徴を活かし，高齢者人口が最大とな

る 2040-2050 年を見据えた医療政策に資するエビデンスの創出が期待される． 
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A．研究目的 
本研究では，次の 2 つの研究課題に係る

先行研究のレビューを行う． 
【課題 1】2022 年 10 月における，75 歳以上

の後期高齢者を対象とした患者の窓口負担

割合の変更を「外生ショック」とし，厚生労働省

・保険局調査課により収集・整備が進められて

いる「所得課税情報等に応じた医療費情報」

を用いた医療需要の価格弾力性の推定を行

う．本課題については，全サンプル，及び，地

域・傷病別の弾力性推計を行うことにより，地

域・傷病ごとの医療ニーズに対する検証を行

う． 
【課題 2】2021 年 11 月以降における各月に

おける都道府県別の COVID-19 の感染状況

のばらつき・変動の違いを「外生ショック」とし

た感染症拡大による患者の受診行動の変化

(受診抑制・所得弾力性)の推定を行う．課題

1 と同様，全サンプル，及び，地域・傷病別の

受診行動の違いを検証する． 
 
B．研究方法 
 Google Scholar，RePEc (Research Papers in 
Economics)上で，【課題 1】については，

deductibles, coinsurance，copayment, patient 
cost-sharing, insurance claim review，health 
care use, demand for health care, health 
care/medical insurance, health care subsidy, 
regression discontinuity design, difference-in-
differences を，【課題 2】については，impact 
of the COVID-19 pandemic and policy 
response/lockdown on health care utilization, 
transmission risk, hospital/health care 
avoidance，reallocation of healthcare 
resources, closure of healthcare facilities, 
uncertainty をキーワードとして検索を行った． 

結果，【課題 1】については 14 本，【課題

2】については 34 本の研究を関連研究とし

て，以下で要約を行う． 
 
C．研究結果 
C-1 【課題 1】に対する先行研究のレビュー 

経済学の分野において，RAND 研究所が

実施した Health Insurance Experiment 
(Manning et al., 1987)等，医療サービス需要

の価格弾力性を推定する試みがなされてき

た．日本では，高齢者の医療需要に焦点を当

て，価格弾力性を推定した複数の研究が存

在する．これらの研究では，70 歳以降で窓口

負担割合が 3 割から 1 割-2 割に引き下げら

れた 2014 年における制度変更を準実験的環

境と捉え，当該制度変更が高齢者の医療サ

ービス需要に与えた影響が分析されている

(e.g., Ando & Takaku, 2016; Fukushima et al., 
2016; Komura & Bessho, 2022; Nishi et al., 
2012; Shigeoka, 2014)．日本では，保険医療

サービスの価格は診療報酬制度により，原

則，全国一律で設定されており，価格弾力性

を推定するための価格のデータ変動がない．

保険医療サービスの自己負担分である窓口

負担の割合は，年齢や所得により異なる．し

たがって，窓口負担割合の違いにより生じた

自己負担額の違いを実質的な価格の違いと

捉えることにより，価格の違いが医療サービス

需要行動に与える影響を分析することができ

る．ここで，窓口負担割合は，年齢や所得に

依存して決まるため，窓口負担割合が異なる

グループは窓口負担割合以外の属性も異な

る可能性がある．そこで，先行研究では，窓口

負担割合が低下する 70 歳近傍のサンプルを

利用して，年齢を割り当て変数とした回帰不

連続デザイン(regression discontinuity design：
以下，RDD)により，窓口負担割合の低下が
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被保険者の受療行動に与えた影響を推定し

た．分析の結果，医療サービス需要の価格弾

力性は，例えば，外来診療では 0.2 
(Shigeoka, 2014)，0.16(Fukushima et al., 
2016)，0.049(Komura & Bessho, 2022)，入院

では，0.2(Shigeoka, 2014)，0.035(Komura & 
Bessho, 2022)，歯科では，0.41(Ando & 
Takaku, 2016)と推計された． 
医療サービス需要の価格弾力性について

は，子どもに焦点を当てた研究も国内外に数

多く存在する．日本では，少子化対策の一環

として，乳幼児医療費助成制度等，自治体に

より提供されている補助金制度が存在する．

当該助成制度では，補助対象年齢や補助額

が自治体間で異なることから，そうした自治体

間の補助制度の違いを外性変動と捉え，医療

サービス需要の価格弾力性を推定している

(e.g., Iizuka & Shigeoka, 2021, 2022; Kang et 
al., 2022)．子どもへの医療費助成は諸外国で

も行われており，同様の分析がなされている

(Han et al., 2020; Nilsson & Paul, 2018)．他に

も，医療サービスの価格弾力性を米国の

Medicare 制度を利用して推定した研究

(Trivedi et al., 2008, 2010)や韓国のがん検診

プログラムに対する価格弾力性を分析した研

究(Kim & Lee, 2017)等がある． 
 
C-2 【課題 2】に対する先行研究のレビュー 

先行研究では，COVID-19 によって受診抑

制が発生する様々な原因，及び，そうした受

診抑制のアウトカムについての検証が行われ

ている． 
第 1 に，受診の抑制要因については，受

診者の感染リスクへの懸念，パンデミック対応

のための医療資源の再配置，感染拡大による

医療施設の閉鎖と受診抑制政策，不確実性

やパニック等に着目した分析がなされている．

例えば，Mantica et al.(2020)や Zhang(2021)
では，受診抑制の要因として，患者の感染リス

クへの懸念が指摘されている． COVID-19
は，飛沫による空気感染リスクがあり，混雑し

た医療施設での感染を患者が危惧したため，

緊急ではなく，かつ，命に関わらない病態の

場合，受診回避行動が観察された．また，

Meneghini(2020)と Zhang et al. (2020)におい

ては，パンデミック対応のための医療資源の

再配置も受診抑制要因となっていることが示

された．コロナ禍では，殆どの国や地域にお

いて感染者の急増に対応するため医療資源

を再配置する必要に迫られた．結果，感染症

以外に配置されていた医療資源の転用を余

儀なくされ，平時における医療サービスへアク

セスの確保が困難となった．同様に，感染拡

大による医療施設の閉鎖や受診抑制政策も

受診抑制の要因となった可能性が高い．一部

の地域では，人流を統制するためのロックダウ

ンや医療施設の一時的な閉鎖等の措置がと

られたため(Chiba et al.，2021；Kruizinga et 
al.，2021；Vislapuu et al.，2021)，人々が医療

サービスにアクセスできなくなり，受診抑制傾

向が一層悪化することとなった．最後に，Vai 
et al.(2021)では，コロナ禍での深刻な不確実

性とパニックが受診抑制の要因であった可能

性が指摘されている．医療従事者や他の患者

との接触，COVID-19 と診断されることによっ

て隔離されることへの懸念が，受診抑制を引

き起こしたとしている．  
次に，受診抑制は，個人の健康と社会全体

の公衆衛生に様々な面で否定的な影響を与

えたかもしれない．第 1 に，受診抑制により，

診断と治療の遅延が発生した可能性がある．

先行研究によれば，心筋梗塞，脳卒中等，命

に関わる緊急かつ急性期の入院件数の減少

が報告されている(Bhatt et al.，2020；Lange et 
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al.，2020；Masrror et al.，2020；Moroni et al.，
2020；Sud et al.，2020)．こうした診断や治療の

遅れは，健康アウトカムの悪化や死亡率の上

昇に直結する．第 2 に，受診抑制は急性期

ばかりではなく，糖尿病，高血圧，がん等の慢

性期疾患の患者にも影響を与える(Jones et 
al.，2020；Lazzerini et al.，2020；Ma & Holt，
2020；Ryan et al.，2020)．定期的検診やスクリ

ーニング，フォローアップの診療が遅れたり，

実施されなかったりすることで，疾患管理が不

十分となり，症状の悪化や潜在的な合併症の

発生確率が上昇した．がんのスクリーニングの

中断や治療の遅れも報告されており，今後，

がん患者の生存率に影響を与える可能性が

ある(Dinmohamed et al.，2020)．第 3 に，受診

抑制は，精神疾患患者にも否定的な影響を

与えた可能性が高い．感染への怖れや精神

保健に対するアクセス制限により，精神疾患

患者は，セラピー，薬物療法，緊急介入等の

必要不可欠なケアに対するアクセスが制限さ

れた(Hoyer et al.，2021；Yildirim et al.，
2021)．結果，精神疾患患者間での，心理的

苦痛が深刻となり，症状の悪化，不安，うつ

病，自殺思考等が増大した(Nochaiwong et 
al.，2021；Salari et al.，2020)．第 4 に，受診抑

制は，母子保健にも影響を与えた．コロナ禍

において，妊婦は出産前のケア，出生前検

査，産後のフォローアップ等に対するアクセス

が困難となり，合併症の発生等，母体や出生

児の健康状態への悪影響が危惧された 
(Ashish et al.，2020；Goyal et al.，2021；Hajek 
et al.，2021；Kumari et al.，2020；Kotlar et al.，
2021)．さらに，小児医療，予防接種，乳幼児

に対する健康診断も中断され，発達障害の早

期発見や予防的介入が妨げられる可能性高

まった． 

さらに，先行研究では，COVID-19 の重症

化や合併症の発生リスクが高い脆弱な高齢者

で，受診抑制の確率が高い傾向にあることが

強調されている(Daoust，2020)．こうした高齢

者の受診抑制行動は，ウイルス感染拡大への

強い懸念やそれに関連する要因に起因する

ものであると指摘されている(Banakar et al.，
2020)．具体的には，高齢者に回避行動傾向

が観察される医療サービスには，定期的な健

康チェックや予防ケア，緊急ではない待機的

手術，歯科治療，リハビリテーションと理学療

法，在宅医療サービス等が含まれる

(D'Adamo et al.，2020；Goethals et al.，2020；
Mahdi et al.，2020；Yang et al.，2020)． 
最後に，Zhang(2021)と Cantor et al.(2022)

の結果を紹介しておく．Zhang(2021)では，受

診抑制と死亡率との関連性についての分析

が行われている．当該研究では，米国におけ

る最大，かつ，唯一の公的セクターの医療施

設ネットワークである，Veterans Health 
Administration のデータ(2020 年 3 月中旬－

5 月初旬)を用いて，COVID-19 第 1 波を網

羅する包括的な分析が行われている．結果，

本研究では，第 1 波期中，受診抑制の著しい

増加が明らかにされた．また，こうした受診抑

制行動が，非 COVID-19 疾患の患者の死亡

率の上昇と有意に関連していることがわかっ

た．本研究では，COVID-19 関連死と非

COVID-19 関連死とを区別することが，受診

抑制の全体的影響を捉える上で重要であるこ

とが強調され，高齢者の受診抑制による影響

を緩和するためには，何らかの介入や政策が

必要であることが指摘されている． 
Cantor et al.(2022)では，パンデミックに対

処するためのシェルターインプレース(いわゆ

る，non-pharmaceutical interventions：公衆衛

生的／非医薬品介入)政策が受診行動に与
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える影響を捉えるため，レセプト情報と集計さ

れた携帯電話による位置情報を突合し，カウ

ンティ・レベルでの受診行動パターンの変化

が検証されている．観察期間は，COVID-19
の第 1 波を対象としており，当初の危機的な

状況の影響が，詳細に分析されている．結

果，シェルターインプレース政策の実施に伴

い，週ごとの予防ケアや待機的手術，診療所

や病院等への通院頻度が減少したことが明ら

かにされた．他方，COVID-19 パンデミックへ

の郡レベルでの感染状況を統制すると，政策

効果が縮小することがわかった．この結果か

ら，ソーシャル・ディスタンス施策は，受診抑制

を助長したとされているが，たとえ，こうした施

策を実施しなくとも，相当程度の受診抑制が

行ったことが示唆される． 
 
D．考察／E．結論 
【課題 1】に関する先行研究では，窓口負

担割合の変更や自治体間での補助金制度の

対象範囲や導入時期の違いを準実験的環境

と捉え，それにより，患者が直面する医療サー

ビスの価格が異なることを利用し，RDD や差

分の差分法(difference-in-differences: DID)等
を用いて，価格弾力性が推定されている． 

先行研究に則り，本研究プロジェクトでも，

2022 年 10 月の後期高齢者に対する窓口負

担割合の上昇が受診行動や医療費与える効

果について，RDD を用いた推定を行うが，

RDD は信頼性の高い政策評価手法である一

方で，推定された処置効果は処置の割り当て

を決める閾値の近傍における極めて局所的な

処置効果となる．70 歳近辺の高齢者よりも 75
歳以上の後期高齢者の方が医療サービスに

対する必要度が高く，価格変化に対して非弾

力的であるかもしれない．また，所得が一定程

度ある高齢者は比較的裕福で，医療サービス

に対してある程度お金を支払ってその後の健

康状態を維持したいと考えるかもしれない．し

たがって，本研究で得られる価格弾力性の推

定値と，先行研究で推計された推定値が必ず

しも一致しないかもしれない．さらに，幅広い

研究設定において，医療需要の価格弾力性

を推計，その幅を提示し，推定されたそれぞ

れの価格弾力性の背後にある状況の整理

は，将来的に，より効率定期な政策運営を手

助けするための重要な知見になりうるだろう．  
【課題 2】に関する先行研究でも，【課題 1】

と同様に，地域間，あるいは，時系列での感

染状況や介入状況の違いを準実験的環境と

して，受診行動への影響や，受診抑制が健康

アウトカムに与えた影響を検証した研究がある

が，制度変更と異なり，地域の感染状況に

は，内生性(endogeneity)の問題が発生する．

つまり，受診抑制等に，人流が減少すれば，

感染率が減少し，ロックダウン等の政策介入

が行われる確率も減少するため，地域間での

感染率がクリアな準実験的・外生的な環境要

因とはなりえないためである．こうした課題に

対処するため，ラグのある感染率を用いたり，

何らかの操作変数を検討したりする必要があ

るだろう． 
本研究プロジェクトでは，こうした先行研究

を参考に，厚生労働省・保険局調査課により

収集・整備が進められている「所得課税情報

等に応じた医療費情報」を用いた実証研究を

行う．研究対象が後期高齢者に限定されてい

るとはいえ，75 歳以上全人口を対象に，医療

レセプトに所得が突合されている，本邦初とな

るデータを基盤とする研究となるため，当該デ

ータのこうした特徴を活かし，高齢者人口が

最大となる 2040-2050 年を見据えた医療政策

に資するエビデンスの創出が期待される． 
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F．健康危険情報 
特に無し． 
 
G. 研究発表 
1．論文発表 
特に無し． 
 
2．学会発表 
特に無し． 

 
H．知的財産権の出願・登録状況(予定を含

む) 
1．特許取得 
特に無し． 
 
2．実用新案登録 
特に無し． 
 
3．その他 
特に無し． 
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窓口負担割合の変更が後期高齢者の受療行動に与えた影響の評価 
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研究要旨 

近年，深刻化する少子高齢化は，高齢者の医療費を増大，その医療費を負担する現役世代

を減少させ，高齢者医療制度の持続可能性が脅かせれている．こうした背景のもと，2022 年 10
月より，後期高齢者医療制度の被保険者のうち，一定以上の所得を持つ被保険者の医療費窓

口負担割合が 1 割から 2 割に引き上げられることとなった．本研究では，この窓口負担割合の引

き上げが，後期高齢者医療制度の被保険者の受療行動に与えた影響を評価する．窓口負担割

合を判定する所得を用いた回帰不連続デザイン(regression discontinuity design: 以下，RDD)に
よる分析から，窓口負担割合が 1 割から 2 割に上昇することにより，医科外来診療において医療

費が 3.8%減少することが観察され，需要の価格弾力性は 0.038 と計算された．上述の RDD に

event study モデルを組み合わせた分析から，窓口負担割合が 1 割から 2 割に上昇する直前

に，医療費額が上昇する「駆け込み需要」を示唆する推定結果が得られた．また，窓口負担割合

が上昇した 2022 年 10 月以降の推定値を用いて価格弾力性を計算すると，弾力性は 0.024-
0.072 の範囲となった．医療サービスの価格弾力性は，医療政策の決定において，重要なパラメ

タであり，個人の属性ごとに異なる可能性がある．幅広い環境を用いて価格弾力性を推定し，そ

の幅を提示し，推定されたそれぞれの価格弾力性の背後にある状況の整理は，より効率的な政

策運営を手助けするための重要な知見になるだろう． 
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A．研究目的 
今世紀に入り，日本をはじめとする先進諸

国では少子高齢化が益々深刻化しつつある．

人口の高齢化は医療や介護等の社会保障に

対する財政支出を増大させ，他方で，少子化

は現役世代の将来的な減少に因り政策実行

のための財源を縮小させる．中でも日本は，

総人口に占める 65 歳以上人口割合が，2020
年に世界で最も高い水準となっており，また，

2019 年の合計特殊出生率が 1.34(OECD 加

盟 38 か国中 32 位)と，少子高齢化が最も深

刻な国の一つである． 
このような状況の中，2022 年度以降，いわ

ゆる団塊の世代が後期高齢者となりはじめ，

後期高齢者医療費の増大が予測される．加

えて，後期高齢者の医療費のうち被保険者が

支払う窓口負担を除いた多くは，現役世代に

よる支援金によって負担されているが，前述

のように現役世代の将来的な減少が予測され

る中，現状の制度のままで，後期高齢者医療

制度の維持は難しくなっていくだろう． 
こうした背景のもと，2022 年 10 月より，後期

高齢者医療制度の被保険者のうち，一定以

上の所得を持つ被保険者の医療費窓口負担

割合が 1 割から 2 割に引き上げられることと

なった．この実質的な医療サービスの価格上

昇は，後期高齢者の受診控えを通して，長期

的な健康悪化を引き起こすことも考えられるた

め，この制度改正が，後期高齢者医療制度の

被保険者の受療行動に与えた影響を評価す

る必要性がある．実際に，2021 年 6 月 3 日の

参議院厚生労働委員会では，制度改正が被

保険者の受療行動に与える影響を把握する

ことが付帯決議として採択された 1． 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
1日本経済新聞 2021 年 6 月 4 日を参照 

https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA03C310T
00C21A6000000/ (2023 年 5 月 16 日アクセス) 

 

医療費窓口負担割合の上昇が被保険者の

受療行動に与えた影響を評価するということ

は，医療サービス需要の価格弾力性を推定

すること，と言い換えることができるだろう．経

済学の分野において，RAND 研究所が実施

した Health Insurance Experiment(Manning et 
al., 1987)等，医療サービス需要の価格弾力

性を推定する試みがなされてきた．日本にお

ける先行研究に着目すると，本研究と同様に

高齢者の価格弾力性を推定した研究がある． 
それは，70 歳以降で窓口負担割合が 3 割か

ら 1 割-2 割に低下するという日本の制度的背

景を準実験的環境と捉えた分析である(e.g., 
Ando & Takaku, 2016; Fukushima et al., 2016; 
Komura & Bessho, 2022; Nishi et al., 2012; 
Shigeoka, 2014)．日本では，保険医療サービ

スの価格は診療報酬制度により，原則，全国

一律で設定されており，価格弾力性を推定す

るための価格のデータ変動が充分にない．保

険医療サービスの自己負担分である窓口負

担の割合は，年齢や所得により異なる．したが

って，窓口負担割合の違いにより生じた自己

負担額の違いを実質的な価格の違いと捉える

ことにより，価格の違いが医療サービス需要行

動に与える影響を分析することができる．ここ

で，窓口負担割合は，年齢や所得に依存して

決まるため，窓口負担割合が異なるグループ

は窓口負担割合以外の属性も異なる可能性

がある．そこで，先行研究では，窓口負担割

合が低下する 70 歳の近傍のサンプルを利用

して，年齢を割り当て変数とした回帰不連続

デザイン(regression discontinuity design：以
下，RDD)により，窓口負担割合の低下が被

保険者の受療行動に与えた影響を推定した．

https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA03C310T00C21A6000000/
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA03C310T00C21A6000000/
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分析の結果，医療サービス需要の価格弾力

性は，例えば，外来診療では 0.2(Shigeoka, 
2014)，0.16(Fukushima et al., 2016)，
0.049(Komura & Bessho, 2022)，入院では，

0.2(Shigeoka, 2014)，0.035(Komura & 
Bessho, 2022)，歯科では，0.41(Ando & 
Takaku, 2016)と推計された 2． 

RDD は信頼性の高い政策評価手法である

一方で，RDD により推定された処置効果は処

置の割り当てを決める閾値の近傍における極

めて局所的な処置効果となる．70 歳近辺の

高齢者よりも 75 歳以上の後期高齢者の方が

医療サービスに対する必要度が高く，価格変

化に対して非弾力的であるかもしれない．ま

た，所得が一定程度ある高齢者は比較的裕

福で，医療サービスに対してある程度お金を

支払ってその後の健康状態を維持したいと考

えるかもしれない．したがって，先行研究で推

計された価格弾力性が，2022 年 10 月の窓口

負担割合の上昇が後期高齢者の受療行動に

与えた影響を完全に予測することはできない

かもしれない．加えて，幅広い研究設定にお

いて，医療需要の価格弾力性を推計，その幅

を提示し，推定されたそれぞれの価格弾力性

の背後にある状況の整理は，将来的に，より

効率定期な政策運営を手助けするための重

要な知見になりうるだろう．こういった背景のも

と，2022 年 10 月の窓口負担割合の上昇が後

期高齢者の受療行動に与えた影響を評価す

る． 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
2 日本の文脈では，高齢者に対する医療サービス需要

の価格弾力性のみならず，子どもに対する価格弾力性

を推定した研究もある．日本では，子どもへの医療費補

助が自治体により提供されている場合がある．この医療

費補助の補助対象年齢や補助額がそれら自治体で異

なることから，その自治体間の補助制度の違いを外性変

動と捉え，医療サービス需要の価格弾力性を推定して

いる(e.g., Iizuka & Shigeoka, 2021, 2022; Kang et al., 
2022)．子どもへの医療費補助は諸外国でも行われてお

B．研究方法 
B-1 制度の概略 

2022 年 10 月より，後期高齢者医療制度の

被保険者のうち，一定以上の所得を持つ被保

険者の医療費窓口負担割合が 1 割から 2 割

に引き上げられることとなった．2022 年 10 月

1 日以降の窓口負担割合は，2021 年中の所

得情報をもとに世帯単位で判定される．以下

に判定フローの概略を示す 3． 
1. 課税所得が 145 万円以上の現役並み所

得者に該当しない場合，以下の判定フロ

ーに進む．なお，現役並み所得者に該

当する場合には，世帯内の被保険者全

員が 3 割負担となる． 
2. 世帯内の被保険者のうち課税所得が 28

万円以上の被保険者がいる場合，以下

の判定フローに進む．なお，当該被保険

者がいない場合には，世帯内の被保険

者全員が 1 割負担となる． 
3. 被保険者が 2 人以上いる場合(ア)に，そ

うでない場合(イ)に進む． 
(ア) 「年金収入とその他の合計所得金

額」が 200 万円以上の場合 2 割負

担，未満の場合 1 割負担となる． 
(イ) 「年金収入とその他の合計所得金

額」の合計が 320 万円以上の場合

世帯内の被保険者全員が 2 割負

担，未満の場合 1 割負担となる． 
なお，年金収入には遺族年金や障害年金は

含まれず，その他の合計所得金額は，事業収

り，諸外国においても同様の分析がなされている(Han et 
al., 2020; Nilsson & Paul, 2018)．他にも，医療サービス

の価格弾力性をアメリカの Medica 制度を利用して推定

した研究(Trivedi et al., 2008, 2010)や韓国のがん検診

プログラムに対する価格弾力性を分析した研究(Kim & 
Lee, 2017)等がある． 
3 詳細は
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou
_iryou/iryouhoken/newpage_21060.html を参照されたい

(2023 年 5 月 17 日アクセス)． 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/newpage_21060.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/newpage_21060.html
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入や給与収入等から，必要経費や給与所得

控除等を差し引いた後の金額である． 
このように，後期高齢者医療制度の被保険

者は，自身の所得水準に依存して，医療費窓

口負担割合が上昇するという状況に直面する

こととなった． 
2025 年 9 月 30 日までは，被保険者の医

療費負担を抑える配慮措置が実施され，一月

の外来医療費の窓口負担割合の引き上げに

伴う負担増を 3,000 円まで抑えられることとな

った．また，これまで同様，高額療養費制度に

よって，一定以上の窓口負担が軽減される制

度が利用できるため，高額な医科入院費用に

ついても実質的に補助されることになるだろ

う． 
 
B-2 データ 

本研究では，厚生労働省保健局調査課に

より収集・整備が行われた「所得課税情報等

に応じた医療費情報」を分析に用いた． 
所得課税情報等に応じた医療費情報は，

後期高齢者医療制度の被保険者（原則 75 歳

以上で生活保護受給者でないもの）を対象と

して，窓口負担割合の判定に用いる所得情

報と受療行動に関わる情報が突合されたデ

ータである． 
データは個人レベルの月次パネルデータ

の形で提供され，現状，全国の都道府県後期

高齢者医療広域連合のデータを 2021 年 11
月より 2022 年 11 月までの 13 ヶ月分利用可

能である．受療行動に関わる情報としては，

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
4 75 歳未満のサンプルは除外している．寝たきり等の場

合には 65-74 歳も被保険者に含まれることがある． 
5 ソース: 総務省統計局人口推計（2022 年（令和 4 年）

10 月 1 日現在）
(https://www.stat.go.jp/data/jinsui/2022np/index.html#a
05k01-b)． 

6 ソース: 厚生労働省 令和 3 年度被保護者調査 年次

調査（基礎調査，個別調査） 確定値 (https://www.e-
stat.go.jp/stat-

医療費の月額，月毎の受診回数が利用可能

であり，所得情報は年次の所得額が項目別

(例，事業所得，給与所得，年金所得)で提供

された．加えて，居住自治体 ID や被保険者

の年齢といった個人属性も利用可能である． 
表 1 はサンプル全体を用いた記述統計であ

る 4．観測数(=個人×月次)は，13 ヶ月全体で

2.4 億件であり，平均で各月 1826 万人の被

保険者数を含む．人口推計（2022 年 10 月 1
日時点）によると 75 歳以上人口は 1936.4 万

人 5，70 歳以上の保護率が 3.03%6なので，

後期高齢者被保険者数は 1878 万人と推計

できる．サンプル全体の平均被保険者数は上

記の被保険者推計値と近い値となった． 
サンプル全体では，単身者の割合は

57.8%，平均年齢は 82.6 歳，給与所得を受け

取っている被保険者は 13%である． 
窓口負担 2 割の判定に用いる所得（以下，

income）は「公的年金等収入」と「その他の合

計所得金額」の和として定義した．公的年金

等収入はデータから直接入手可能であるが，

その他の合計所得金額については，各種所

得変数をもとに著者らで計算した 7．Income
の平均額は 213 万円（年額）であり，最小値

は 0 円，最大値は 50 億円以上である．図 1
は income の分布を income が 99 パーセンタ

イル未満のサンプルを用いて描画したもので

あり，右に裾野が広い分布であることがわか

る．なお，公的年金等収入とその他の合計所

得金額の平均値はそれぞれ，132.2 万円と

80.8 万円であった． 

search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450312
&tstat=000001155606&cycle=7&tclass1=000001168869
&tclass2=000001202841&result_page=1&tclass3val=0)
． 
7 事業所得(農業所得を除く)，農業所得，不動産所得，

利子・配当所得，給与所得，雑所得，譲渡・一時所得，

山林所得の和から所得金額調整控除額(=[min(公的年

金等収入,10 万円) + min(給与所得,10 万円)]-10 万円)
を差し引いた．なお，負の値をとる場合は 0 とした． 

https://www.stat.go.jp/data/jinsui/2022np/index.html#a05k01-b
https://www.stat.go.jp/data/jinsui/2022np/index.html#a05k01-b
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450312&tstat=000001155606&cycle=7&tclass1=000001168869&tclass2=000001202841&result_page=1&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450312&tstat=000001155606&cycle=7&tclass1=000001168869&tclass2=000001202841&result_page=1&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450312&tstat=000001155606&cycle=7&tclass1=000001168869&tclass2=000001202841&result_page=1&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450312&tstat=000001155606&cycle=7&tclass1=000001168869&tclass2=000001202841&result_page=1&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450312&tstat=000001155606&cycle=7&tclass1=000001168869&tclass2=000001202841&result_page=1&tclass3val=0
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B-2 回帰不連続デザイン(RDD) 
本研究では，自己負担割合の内生性に対

処するために，income を割り当て変数

(running variable)とした RDD を用いて，自己

負担割合の違い(1 割 versus 2 割)が，受療

行動に与えた影響を推定した．前述のように，

2022 年 10 月の制度改正では，一部の被保

険者は income に依存して，医療費の窓口負

担割合が 1 割もしくは 2 割と分けられることと

なった．例えば，課税所得が 28 万円以上か

つ 145 万円未満で単身世帯に属する後期高

齢者は income が 200 万円以上の場合 2 割，

未満の場合 1 割のように窓口負担割合が割り

振られた．この 200 万円という基準は 2020 年

12 月 9 日に菅義偉前首相と公明党山口那津

男代表の会談によりある種政治的に決定され

たと言えるため 8，多くの被保険者にとっては

外生的であると考えられる．少なくとも，所得

基準の近傍では，基準を超えた被保険者と超

えない被保険者で属性に大きな違いはない

のではないかと考えられる．この環境を利用し

た RDD を用いて，自己負担割合の違いが受

療行動に与えた効果の推定を試みた． 
 
B-3 分析サンプル 
分析に際して，サンプルを課税所得が 28

万円以上かつ 145 万円未満で単身世帯に属

する被保険者に限定した 9．単身世帯にサン

プルを制限したため，サンプル内の被保険者

にとって，200 万円が所得基準となる．加え

て，データ提供の都合により，現行の分析で

は，茨城県に居住する被保険者をサンプルか

ら除外した． 
（倫理面への配慮） 
本研究では，厚生労働省保健局調査課に

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
8 日本経済新聞 2020 年 12 月 10 日を参照

https://www.nikkei.com/article/DGXZQOFS101V70Q
0A211C2000000/ (2023 年 5 月 16 日アクセス) 

より収集・整備が行われた「所得課税情報等

に応じた医療費情報」の匿名化された個票情

報を用いるに当たり，早稲田大学「人を対象と

する研究に関する倫理審査委員会」にて，倫

理審査不要の判断を受けている(承認番号：

2022-HN038；承認日：2022 年 11 月 25 日)．
なお，提供された個票には個人を特定できる

情報は含まれていない． 
 
C．研究結果 
C-1 記述統計量 

表 2 は分析サンプルの中で制度変更後で

ある 2022 年 10-11 月の記述統計をまとめたも

のである． 
サンプルを課税所得が 28 万円以上かつ

145 万円未満で単身世帯に限定すると，

income の平均値は 386.1 万円となり，データ

全体の平均よりも高い値となった．公的年金

等収入とその他の合計所得金額の平均はそ

れぞれ 226 万円と 160 万円である．サンプル

全体と比較すると給与所得者の割合が 9.5 ポ

イント高くなっている．分析サンプル内では９

割以上で窓口負担割合が 2 割となっていた． 
2022 年 10-11 月の医療費月額の平均値は

6.8 万円である．種目別に平均月額医療費を

みると，医科入院は 3 万円，医科外来は 2.1
万円，歯科は 0.3 万円，調剤は 1.1 万円であ

った． 
 
C-2 RDD分析の妥当性の検証 

図2はincomeと窓口負担割合が2割である

被保険者の割合の関係を図示したものであ

る．200万円の基準の前後で2割負担被保険

者の割合は大幅に増加しており，著者らが定

9 データには，世帯識別子が格納されていたため，それ

を利用し，同一の世帯識別子を持たない被保険者を単

身世帯に属する被保険者と定義した． 

https://www.nikkei.com/article/DGXZQOFS101V70Q0A211C2000000/
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOFS101V70Q0A211C2000000/
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義したincomeは高い確度で窓口負担割合を

予測できている10． 
図 3 は income と 2 割負担被保険者の割

合の関係を RDD を用いて推定した結果であ

る 11．図 3 は図 2 と同様に，income が 200 万

円という基準を超えることにより 2 割負担被保

険者が大きく変化している．Local polynomial 
approach によりノンパラメトリック指定をした

RDD 推定値は 0.787 で 1%水準で統計的に

有意であった．この結果から所得基準 200 万

円の近傍では，income が基準を超えることに

より，2 割負担被保険者が 78.7 ポイント増加し

たと解釈できる． 
RDD においては，割り当て変数が選択・操

作の対象となっている場合，識別上の仮定が

妥当であると言えない場合がある．本研究に

おいて，2022 年 10 月の窓口負担割合は

2021 年中の所得情報をもとに判定された．ま

た，2 割負担の有無を決める所得基準は

2020 年 12 月 9 日に決定されたことから，医

療費の窓口負担増を嫌い 2021 年中の所得

を基準未満に抑えるという所得の操作の可能

性を排除できない．この場合，所得基準の近

傍における被保険者の属性がシステマチック

にソートされてしまうかもしれない．つまり，医

療費の自己負担を減らすために 2021 年の

income が 200 万円を少し超えと予測される被

保険者は自身の所得を 200 万円未満に減ら

すということが起きるかもしれない．この場合，

所得基準 200 万円を少し超える被保険者の

数が少なくなり，少し超えない被保険者の数
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
10 Income は窓口負担割合を完全に予測できていない

が，これは所得課税情報等に応じた医療費情報が一部

の所得控除額等を含んでいないためである． 
11 図 3 は Stata のユーザ定義プログラム「rdplot」を用い

て作成した．Bandwidth としては Stata のユーザ定義プ

ログラム「rdrobust」の MSE-optimal bandwidth selector
を用いて推定した 11.3 を用いた．RDD 推定値は

rdrobust を用いて local polynomial approach により推定

した．推定では，カーネル関数として triangular 関数，

が多くなるかもしれない．このような基準近傍

における所得分布の歪みは，所得操作の可

能性を示唆するだろう． 
この可能性を検証するために，サンプルに

おいて，所得基準 200 万円の近傍における，

income の分布を図示した（図 4）．図 4 による

と，所得基準 200 万円の近傍で，上述のよう

な所得の歪みは観察されなかった．後期高齢

者医療制度の被保険者の多くは，年金所得

者であり，年金受給額の操作は難しいため，

所得操作が極めて限定的であったと考えられ

る．また，図 5 から給与所得者の割合が 200
万円の近傍で不連続に変化していないことが

確認された．これらの結果から，所得の操作

による問題は深刻でないだろうと考えられる． 
 
C-3 RDDによる推定結果 

図6-1はRDDを用いて自己負担割合の違

い（1割 versus 2割）が医療費総額に与えた影

響を推定した結果を図示したものである12．線

形関数を用いて，各点を近似した直線を図示

してある．被説明変数は2022年10-11月の2ヶ
月間の医療費総額の対数値としたため，RDD
推定値に100をかけた値は，所得基準におい

て被保険者の負担割合が1割から2割に変化

した場合の医療費総額の変化率と解釈でき

る． 
図6-1の近似線から，医療費総額の対数値

が200万円の近傍で下落したことがわかる．

local polynomial function の次数としては一次関数を用

いた．推定値の inference は robust bias correction 
approach により推定した標準誤差を用いる． 
12 図は Stata のユーザ定義プログラム「rdplot」を用いて

作成した．Bandwidth は Stata のユーザ定義プログラム

「rdrobust」の MSE-optimal bandwidth selector を用いて

推定したものを使用した． 
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RDD推定値13は-0.018と推定され，統計的に

有意ではなかった（表3 パネルA 行(1)）． 
医療費を種目別に分けて分析を行った結果

をまとめた図が図6-2–図6-5である．種目別で

みると，全ての種目で，医療費の対数値が

200万円の近傍で下落したことがわかるが，統

計的に有意な推定値は医科外来でのみ得ら

れた．医科外来医療費のRDD推定値は-
0.038と推定され5%水準で統計的に有意であ

った（表3 パネルA 行(3)）．この推定値は被

保険者の負担割合が1割から2割に変化した

場合外来医療費が3.8%下落したと解釈でき

る．200万円の所得基準を超えたことにより，

医療費窓口負担が1割から2割に100%上昇し

たとすると，外来診療の需要の価格弾力性は

0.038と解釈できる．また，サンプルを75-80歳
と81歳以上に分割すると，医科外来に対する

RDD推定値は，81歳以上のサンプルでのみ

5%水準で統計的に有意に推定され，75-80歳
で推定された推定値と比較して5倍以上の大

きさであった（表3 パネルB 行(3) versus パ
ネルC 行(3)）． 
この弾力性値はKomura and Bessho (2022)

と非常に近い値である一方で，Shigeoka 
(2014)やFukushima et al. (2016)と比較すると

それぞれ1/5，1/4と小さい値となった（サンプ

ル全体のRDD推定値を用いて比較）． 
 
C-4 「駆け込み需要」の可能性 
本研究で推定された RDD 推定値や需要

の価格弾力性に対する解釈を深めるために，

「駆け込み需要」の可能性について議論した

い． 
窓口負担割合は多くの自治体で毎年 8 月

頃に前年の所得をもとに判定・通知されるた
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
13 RDD 推定値は rdrobust を用いて local polynomial 
approach により推定した．推定では，カーネル関数とし

て triangular 関数，local polynomial function の次数とし

め，被保険者は 2022 年 10 月の数ヶ月前に，

自身の窓口負担割合が 10 月以降に 1 割か

ら 2 割に上昇するかどうかを知ることができ

る．したがって，自身が 10 月以降 2 割負担と

なることが判明した被保険者は，10 月以降に

必要な医療サービスの一部をそれ以前に受

容するかもしれない（「駆け込み需要」）．特

に，医薬品等，貯蔵可能なサービスで，このよ

うな駆け込み需要が行われるかもしれない． 
例えば，医薬品において，この駆け込み需要

が生じた場合，制度変更直後のタイミングで

は，被保険者は，駆け込み需要により貯蔵し

た医薬品を摂取できるため，外来診療や調剤

に対する需要を新しい窓口負担割合におけ

る最適な需要量よりも著しく減少させるかもし

れない．これは医薬品の貯蔵がなくなるまで

続くだろう．従って，10 月以降の直後のデー

タを用いて推定した RDD 推定値や需要の価

格弾力性は駆け込み需要がなかった場合の

効果や弾力性を過大に評価するかもしれな

い．上述の RDD の識別戦略を event study
モデルと組み合わせることにより，駆け込み需

要の有無を検証するため，以下の式を推定す

る． 
 
𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 

= 𝛼𝛼0 + � [𝛿𝛿𝑘𝑘𝑇𝑇𝑖𝑖 × 1{𝑡𝑡 = 𝑘𝑘}]
𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽2022

𝑘𝑘=𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁2021
 

+� [𝛿𝛿𝑘𝑘𝑇𝑇𝑖𝑖 × 1{𝑡𝑡 = 𝑘𝑘}]
𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁2022

𝑘𝑘=𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆2022
 

+𝜃𝜃𝑖𝑖 + 𝜙𝜙𝑖𝑖 + 𝜂𝜂𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑢𝑢𝑖𝑖𝑖𝑖 

…(1) 
 

ては一次関数を用いた．推定値の inference は robust 
bias correction approach により推定した標準誤差を用い

る． 
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ここで，被説明変数𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖は自治体

m に住む個人 i の t 時点での医療費の対数

値である．変数𝑇𝑇𝑖𝑖は処置ステータスで，2022
年 10 月時点で窓口負担割合が 2 割の場合

1 を取るダミー変数となっている．変数

1{𝑡𝑡 = 𝑘𝑘}は時点が k の場合に 1 となるダミー

変数である．パラメタ𝜃𝜃𝑖𝑖，𝜙𝜙𝑖𝑖，𝜂𝜂𝑖𝑖𝑖𝑖はそれぞれ，

個人，時間，自治体×時間固定効果であり，

パラメタ𝑢𝑢𝑖𝑖𝑖𝑖は誤差項となる． 
式(1)よりパラメタ𝛿𝛿𝑘𝑘はそれぞれ，各時点に

おける処置群と対照群の平均的な医療費対

数値の差が，基準時点(2022 年 8 月)におけ

る差とどれくらい異なっているかを表す． 
負担割合を決定する所得基準の近傍の所得

を持つ被保険者においては，被保険者の持

つ属性が平均的に同質であると仮定すれば，

分析サンプルを所得基準の近傍の所得を持

つ被保険者に制限し，式(1)を推定することに

より，窓口負担割合が 1 割から 2 割に上昇す

ることが受療行動に与えた影響を動学的に評

価することができる．なお分析では，income
が 150 万円以上 250 万円のサンプルを用い

て推定を行った（bandwidth=50 万円）． 
本研究では，2022 年 10 月以降の窓口負

担割合が判定・通知される 2022 年 8 月を基

準時点とした．これにより，仮に駆け込み需要

が生じた場合には，2022 年 9 月で𝛿𝛿𝑘𝑘が統計

的に有意に正で推定されるだろう．また，2022
年 10-11 月において処置群で医療費が減少

していた場合には，𝛿𝛿𝑘𝑘は統計的に有意に負で

推定されるだろう． 
図 7-1 は，医療費総額の対数値を被説明

変数として式(1)を推定した結果をまとめたも

のである．図 7-1 によると，2021 年 11 月-
2022 年 7 月においては，処置群と対照群の

医療費の平均的な差は基準時点の 2022 年

8 月の差と統計的に有意に違っていないこと

が明らかになった．このことから，2022 年 10
月以降の窓口負担割合が通知される 2022 年

8 月以前では，処置群と対照群とで，医療費

の推移の傾向が共通であることが示唆され

る． 

窓口負担割合が通知され，その負担割合

が実際に適用される直前の 2022 年 9 月で

は，時点ダミーと処置ステータスダミーの交差

項の係数は 1%水準で統計的に有意に正に

推定された．係数の大きさは 0.04 であり，これ

より，窓口負担割合が 1 割から 2 割に上昇す

る直前に医療費が 4%上昇したことが示唆さ

れる．これは窓口負担が上昇する前に，医療

機関を必要以上に利用した可能性が示唆さ

れる． 
窓口負担が 1 割から 2 割に上昇した 2022

年 10 月以降では，時点ダミーと処置ステータ

スダミーの交差項の係数は 1%水準で統計的

に有意に負に推定された．係数の大きさはそ

れぞれ-0.072(10 月)とー0.045(11 月)であり，

これにより，窓口負担割合が 1 割から 2 割に

上昇したことにより，医療費が 4.5-7.2%減少し

たことが示唆される．特に，窓口負担が上昇し

た直後の 10 月でより大きな医療費の減少が

推定されたが，これは，2022 年 9 月の駆け込

み需要により，2022 年 10 月の受療行動の一

部が代替された可能性が示唆される． 
医療費を種目別に分けて分析を行った結果

をまとめた図が図 7-2–図 7-5 である．種目別

でみると，推定結果には大きな違いが観察さ

れた． 
医科外来（図 7-3）と調剤費用（図 7-5）で

は，医療費総額（図 7-1）と同様の傾向が観察

された．2022 年 8 月以前では，処置群と対照

群とで，医療費の推移の傾向が共通であるこ

とが示唆され，2022 年 9 月では，処置群で費

用が約 4%増加し，2022 年 10 月以降では，

処置群で費用が 2.4-4.9%減少することが示

唆された． 
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歯科費用（図 7-4）においては，2022 年 8
月以前の多くの時点において，処置群と対照

群とで，医療費の推移の傾向が共通であるこ

とが示唆された．歯科費用においては，医科

外来と調剤費用で観察された 2022 年 9 月で

の統計的に有意な正の係数は観察されなか

った．2022 年 10 月以降では，統計的に有意

な負の係数が観察された（2022 年 10 月: -
0.029, p=0.054; 2022 年 11 月: -0.036, 
p=0.020）． 
医科入院医療費では，全ての時点におい

て，処置群と対照群の差は，基準時点の差と

統計的に有意に違わなかった． 
このように，窓口負担が 1 割から 2 割に上

昇することが被保険者の受療行動に与える影

響を動学的に分析した結果，先に議論した

「駆け込み需要」は医科外来医療費と調剤費

用でのみ観察された．診療や処置といった医

療サービスは貯蔵できないが，処方された医

薬品等は一定程度貯蔵可能であることを考え

ると，窓口負担が 1 割から 2 割に上昇する直

前に，医療施設に外来で訪れ，本来必要な

水準以上に医薬品を処方してもらった可能性

が示唆される． 
RDD-event study 分析により得られた，少な

くとも 10%水準で統計的に有意な推定値から

価格弾力性を計算すると，価格弾力性は

0.024-0.072 の範囲となった． 
なお，年齢別の推定を行った場合でも「駆

け込み需要」の傾向は大きく変わらなかった

（図 8-1−図 8-3）． 
 
D．考察／E．結論 
本研究では，厚生労働省保健局調査課に

より収集・整備が行われた「所得課税情報等

に応じた医療費情報」に RDD，RDD event 
study といった政策評価手法を組み合わせる

ことにより，後期高齢者の窓口負担割合が所

得に応じて 1 割から 2 割に上昇することが，

被保険者の受療行動に与えた影響を分析し

た． 
RDD 推定からは，窓口負担割合が 1 割か

ら 2 割に上昇することにより，医科外来診療に

おいて医療費が 3.8%減少することが観察さ

れ，需要の価格弾力性は 0.038 と計算され

た． 
RDD-event study 分析から，窓口負担割合

が 1 割から 2 割に上昇する直前に医療費総

額，医科外来費用，調剤費用において，「駆

け込み需要」を示唆する推定結果が得られ

た．また，窓口負担割合が上昇した 2022 年

10 月以降の推定値を用いて価格弾力性を計

算すると，弾力性は 0.024-0.072 の範囲となっ

た． 
本研究で得られた価格弾力性は，日本の

高齢者における医療需要の価格弾力性を推

計した先行研究の一部と比較して小さいもの

であったが，その要因の一つは，医療需要の

異時点間代替の存在ではないかと考えられ

る．先行研究は，医療費の窓口負担割合が

70 歳以降で 3 割から 1 割に低下するという政

策的環境を利用して年齢を割り当て変数とし

た RDD 分析を行なっているが，仮に 69 歳

11 ヶ月の被保険者が 70 歳となる翌月から窓

口負担割合が低下すること予測して，その時

点での医療需要を控え，70 歳となったタイミン

グで 69 歳 11 ヶ月の分も含めて医療サービス

を需要した場合，RDD 推定によって得られた

需要の価格弾力性は，「需要控え」がなかっ

た場合と比較して過大に評価されるだろう．本

研究では，「駆け込み需要」という形で，医療

需要の異時点間代替の可能性が示唆された

ため，先行研究で用いられた状況においても

異時点間代替の有無について検証を行い，
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得られた価格弾力性がどのような背景のもと

に得られたかを議論する必要があるだろう． 
先行研究との結果の違いについては，他の

可能性が考えられる．RDD という識別戦略を

用いる場合，推定された処置効果は処置の割

り当てを決める閾値の近傍における極めて局

所的な処置効果となる．70 歳近辺の高齢者よ

りも 75 歳以上の後期高齢者の方が医療サー

ビスに対する必要度が高く，価格変化に対し

て非弾力的であるかもしれない．また，income
が 200 万円近くある後期高齢者は比較的裕

福で，医療サービスに対してある程度お金を

支払ってその後の健康状態を維持したいと考

えるかもしれない 14． 
政策決定において，医療サービスの価格

弾力性は重要な政策パラメタであり，上述のよ

うに個人毎に異なる可能性がある．幅広い環

境を用いて価格弾力性を推定し，その幅を提

示し，推定されたそれぞれの価格弾力性の背

後にある状況の整理は，より効率的な政策運

営を手助けするための重要な知見になりうる

だろう． 
 
F．健康危険情報 
特に無し． 
 
G. 研究発表 
1．論文発表 
特に無し． 
 
2．学会発表 
特に無し． 

 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
14 income は窓口負担割合を完全に予測することができ

ないため，窓口負担割合上昇の効果を RDD 推定で求

めるためには，いわゆる fuzzy RDD による推定を行う必

要がある．表 4 は fuzzy RDD による分析結果をまとめた

ものであるが，81 歳以上サンプルの医科外来でのみ

5%水準で統計的に有意な医療費の減少が観察され，

H．知的財産権の出願・登録状況(予定を含

む) 
1．特許取得 
特に無し． 
 
2．実用新案登録 
特に無し． 
 
3．その他 
特に無し． 
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 表 1: 記述統計（サンプル全体） 

  平均値 標準偏差 

単身者ダミー 0.578 0.494 

年齢 82.6 5.7 

判定用所得（万円） 213.0 401.6 

    公的年金等収入 132.2 91.7 

    その他の合計所得金額 80.8 373.5 

給与所得者ダミー 0.129 0.335 

観測数 237494219   

 期間: 2021 年 11 月-2022 年 11 月． 
 

 表 2: 記述統計（RDD 分析サンプル） 

  平均値 標準偏差 

年齢 81.6 6.0 

判定用所得（万円） 386.1 104.7 

    公的年金等収入 226.0 79.0 

    その他の合計所得金額 160.1 50.0 

給与所得者ダミー 0.224 0.417 

負担割合 20%ダミー 0.916 0.278 

   

医療費月額 (円) 67,559  209,408  

    医科入院 30,922  193,946  

    医科外来 21,379  63,772  

    歯科 3,295  11,905  

    調剤 11,205  35,197  

観測数 2896587   
サンプル: 課税所得が 28 万円以上 145 万円未満の単身世帯． 
期間: 2022 年 10-11 月 
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 表 3: RDD による推定結果 

 (1) (2) (3) (4) (5) 

  医療費 医科入院 医科外来 歯科 調剤 

      

A. サンプル全体      

RDD 推定値 -0.018 -0.015 -0.038** -0.025 -0.024 

 (0.021) (0.076) (0.017) (0.028) (0.018) 

      

観測数 76198 4956 103186 25722 73531 

Bandwidth 35.8 43.6 52.6 38.0 42.6 

      

B. 75-80 歳      

RDD 推定値 -0.007 -0.025 -0.011 -0.017 -0.021 

 (0.027) (0.129) (0.027) (0.036) (0.025) 

      

観測数 42211 2118 37957 16281 37744 

Bandwidth 33.5 38.6 31.5 39.6 37.7 

      

C. 81 歳以上      

RDD 推定値 -0.037 -0.008 -0.059** -0.031 -0.029 

 (0.032) (0.084) (0.030) (0.042) (0.024) 

      

観測数 33560 3245 30094 11085 35276 

Bandwidth 38.4 56.9 35.5 41.7 49.0 

RDD 推定値は rdrobust を用いて local polynomial approach により推定した．推定では，カー

ネル関数として triangular 関数，local polynomial function の次数としては一次関数を用いた．

推定値の inference は robust bias correction approach により推定した標準誤差を用いる．

Inference: * 10%, ** 5%, *** 1%有意． 
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 表 4: Fuzzy RDD による推定結果 

 (1) (2) (3) (4) (5) 

  医療費 医科入院 医科外来 歯科 調剤 

      

A. サンプル全体      

RDD 推定値 -0.015 0.010 -0.039 -0.030 -0.038 

 (0.035) (0.107) (0.030) (0.041) (0.034) 

      

観測数 45273 3621 52018 18769 33763 

Bandwidth 20.8 31.4 25.1 27.3 18.9 

      

B. 75-80 歳      

RDD 推定値 0.009 -0.008 -0.010 -0.023 -0.022 

 (0.042) (0.175) (0.037) (0.047) (0.036) 

      

観測数 28287 1678 32403 12351 28292 

Bandwidth 22.1 31.0 26.8 29.8 28.0 

      

C. 81 歳以上      

RDD 推定値 -0.060 0.024 -0.101** -0.040 -0.055 

 (0.052) (0.130) (0.053) (0.072) (0.050) 

      

観測数 22305 2037 18093 6608 15301 

Bandwidth 24.8 33.9 20.8 24.0 20.0 
RDD 推定値は rdrobust を用いて local polynomial approach により推定した．推定では，カー

ネル関数として triangular 関数，local polynomial function の次数としては一次関数を用いた．

推定値の inference は robust bias correction approach により推定した標準誤差を用いる．

Inference: * 10%, ** 5%, *** 1%有意 
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図 1: Income の分布 

注)99 パーセンタイル未満のサンプルのみ使用． 
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図 2: Income と窓口負担割合の関係 

注) 課税所得が 28 万円以上 145 万円未満の単身世帯の 2022 年 10 月時点のデータを使

用．縦軸は窓口負担割合が 2 割の被保険者の割合で横軸は income．Income1 万円の幅ごとに 2
割負担被保険者割合を計算した． 
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図 3: Income と窓口負担割合の関係（RDD） 

注) 課税所得が 28 万円以上 145 万円未満の単身世帯の 2022 年 10 月時点のデータを使

用．縦軸は窓口負担割合が 2 割の被保険者の割合で横軸は 200 万円を 0 と標準化した income． 
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図 4: 200 万円の近傍における Income の分布 

注) 課税所得が 28 万円以上 145 万円未満の単身世帯の 2022 年 10 月時点のデータを使

用．2 万円の幅ごとに density を計算． 
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図 5: 200 万円の近傍における給与所得者の割合 

注) 課税所得が 28 万円以上 145 万円未満の単身世帯の 2022 年 10 月時点のデータを使

用．1 万円の幅ごとに給与所得者割合を計算． 
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図 6-1: RDD 推定（医療費総額） 

課税所得が 28 万円以上 145 万円未満の単身世帯の 2022 年 10-11 月時点のデータを使用．

縦軸は 2022 年 10-11 月の 2 ヶ月間の医療費総額の対数値． 
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図 6-2: RDD 推定（医科入院） 

課税所得が 28 万円以上 145 万円未満の単身世帯の 2022 年 10-11 月時点のデータを使用．

縦軸は 2022 年 10-11 月の 2 ヶ月間の医療費の対数値． 
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図 6-3: RDD 推定（医科外来） 

課税所得が 28 万円以上 145 万円未満の単身世帯の 2022 年 10-11 月時点のデータを使用．

縦軸は 2022 年 10-11 月の 2 ヶ月間の医療費の対数値． 
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図 6-4: RDD 推定（歯科） 

課税所得が 28 万円以上 145 万円未満の単身世帯の 2022 年 10-11 月時点のデータを使用．

縦軸は 2022 年 10-11 月の 2 ヶ月間の医療費の対数値． 
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図 6-5: RDD 推定（調剤） 

課税所得が 28 万円以上 145 万円未満の単身世帯の 2022 年 10-11 月時点のデータを使用．

縦軸は 2022 年 10-11 月の 2 ヶ月間の医療費の対数値． 
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図 7-1: RDD-EVENT STUDY 分析（医療費総額） 
課税所得が 28 万円以上 145 万円未満の単身世帯の 2021 年 11−2022年 11 月時点のデー

タを使用．縦軸は医療費月額の対数値．推定には income が 150 万円以上 250 万円以下のサンプ

ルのみを使用．点は点推定値，棒は 95%信頼区間を表している．標準誤差は個人間の誤差項の相

関に頑健な標準誤差を計算した． 
 

 

図 7-2: RDD-EVENT STUDY 分析（医科入院） 
課税所得が 28 万円以上 145 万円未満の単身世帯の 2021 年 11−2022年 11 月時点のデー

タを使用．縦軸は医療費月額の対数値．推定には income が 150 万円以上 250 万円以下のサンプ

ルのみを使用．点は点推定値，棒は 95%信頼区間を表している．標準誤差は個人間の誤差項の相

関に頑健な標準誤差を計算した． 
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図 7-3: RDD-EVENT STUDY 分析（医科外来） 
課税所得が 28 万円以上 145 万円未満の単身世帯の 2021 年 11−2022年 11 月時点のデー

タを使用．縦軸は医療費月額の対数値．推定には income が 150 万円以上 250 万円以下のサンプ

ルのみを使用．点は点推定値，棒は 95%信頼区間を表している．標準誤差は個人間の誤差項の相

関に頑健な標準誤差を計算した． 
 

 

図 7-4: RDD-EVENT STUDY 分析（歯科） 
課税所得が 28 万円以上 145 万円未満の単身世帯の 2021 年 11−2022年 11 月時点のデー

タを使用．縦軸は医療費月額の対数値．推定には income が 150 万円以上 250 万円以下のサンプ

ルのみを使用．点は点推定値，棒は 95%信頼区間を表している．標準誤差は個人間の誤差項の相

関に頑健な標準誤差を計算した． 
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図 7-5: RDD-EVENT STUDY 分析（調剤） 
課税所得が 28 万円以上 145 万円未満の単身世帯の 2021 年 11−2022年 11 月時点のデー

タを使用．縦軸は医療費月額の対数値．推定には income が 150 万円以上 250 万円以下のサンプ

ルのみを使用．点は点推定値，棒は 95%信頼区間を表している．標準誤差は個人間の誤差項の相

関に頑健な標準誤差を計算した． 
 

 

図 8-1: RDD-EVENT STUDY 分析（年齢別）（医療費総額） 
課税所得が 28 万円以上 145 万円未満の単身世帯の 2021 年 11−2022年 11 月時点のデー

タを使用．縦軸は医療費月額の対数値．推定には income が 150 万円以上 250 万円以下のサンプ

ルのみを使用．点は点推定値，棒は 95%信頼区間を表している．標準誤差は個人間の誤差項の相

関に頑健な標準誤差を計算した． 
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図 8-2: RDD-EVENT STUDY 分析（年齢別）（医科外来） 
課税所得が 28 万円以上 145 万円未満の単身世帯の 2021 年 11−2022年 11 月時点のデー

タを使用．縦軸は医療費月額の対数値．推定には income が 150 万円以上 250 万円以下のサンプ

ルのみを使用．点は点推定値，棒は 95%信頼区間を表している．標準誤差は個人間の誤差項の相

関に頑健な標準誤差を計算した． 
 

 

図 8-3: RDD-EVENT STUDY 分析（年齢別）（調剤） 
課税所得が 28 万円以上 145 万円未満の単身世帯の 2021 年 11−2022年 11 月時点のデー

タを使用．縦軸は医療費月額の対数値．推定には income が 150 万円以上 250 万円以下のサンプ

ルのみを使用．点は点推定値，棒は 95%信頼区間を表している．標準誤差は個人間の誤差項の相

関に頑健な標準誤差を計算した． 
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 分担研究報告書 

 
COVID-19 感染拡大が後期高齢者の医療需要に与えた影響 

 
研究分担者 富 蓉   早稲田大学 商学学術院 
研究分担者 及川 雅斗  早稲田大学 高等研究所 
研究分担者 川村 顕  早稲田大学 人間科学学術院 
研究代表者 野口 晴子  早稲田大学 政治経済学術院  

 
研究要旨 

本研究は，厚生労働省・保険局調査課により収集・整備が進められている「所得課税
情報等に応じた医療費情報」(暫定版：2021 年 11 月-2022 年 8 月)を用い，生活保護を受
けていない 75 歳以上の後期高齢者を対象として，コロナ禍における受診抑制に対する定
量的検証を行うことを目的とする．本稿では，当該観察期間中における北海道を対象に
して，市区町村の感染者数(日次情報)と人口(住民基本台帳から推定した年次情報)を基
に，各振興局で人口 1 万人当たりの感染者数を月次集計したデータを上記のデータに突
合し，第 6 波と第 7 波が受診行動にどのような影響を及ぼしたかについて，記述統計量
を用いた分析を行った． 

全標本を対象とした分析では，第 6 波(2022 年 1-2 月)において，受診率が大幅に下落
し，受診抑制が発生することが明らかになった．同様の傾向は，入院・外来・歯科・調
剤の全てでみられ，医療支出と診療実日数についても同じであった．入院と歯科受診で
は，感染が一旦収束する 6 月に受診率が大幅に増加する現象が観察された．この結果
は，第 6 波の感染収束まで受診を延期していた可能性を示唆するものかもしれない． 
層別分析では，第 1 に，受診抑制は，必ずしも，居住地域近隣の感染状況にのみ依存

して発生するわけではなく，他の地域の感染状況によって発生する可能性がある．第 2
に，受診率をみる限り，受診行動には所得勾配が介在せず，異なる所得水準での受診行
動のパターンに違いはない．入院・外来の受診者のみを対象にすると，非課税対象者に
比べ，課税対象者の方が，わずかながら，医療支出が高く，診療実日数が長い傾向があ
るものの，受診率の結果から，日本における皆保険制度の下，コロナ禍でも，概ね，医
療サービスに対するアクセスの公正性が担保されていたといえるだろう．傷病による層
別分析からは，一部の傷病で，第 6 波，第 7 波(2022 年 7-8 月)ともに入院受診率が減少傾
向を示すと同時に，6 月に大幅な受診率の増加が発生したことから，感染収束まで入院受
診を延期していた可能性が示唆され，これらの傷病を基礎疾患として抱える後期高齢者
は重症化リスクを怖れ，パンデミックに対し一貫して敏感な反応を示したのかもしれな
い．最後に，傷病によっては，入院と外来とで，パンデミック下において，逆の動向を
示したことから，感染拡大による病床数の逼迫等，医療供給体制の制約条件に影響を受
け，入院受診から外来受診へのシフトが発生した可能性が示唆される． 

今後，全国を対象として，各二次医療圏における医療供給体制のデータを突合し，月
次ベースでの医療サービス(COVID-19，及び，COVID-19 以外の傷病)に対する需要を解
析すれば，供給体制の逼迫が患者の受診行動とアウトカムに与える影響を検証すること
が可能となる．そうした分析を行うことで，将来の感染症対策や，有事における医療供
給体制の整備に資する基礎資料が得られるだろう． 
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A．研究目的 

呼吸器疾患の 1 疾患である COVID-19
は、2019 年末に中国の武漢で出現し，世界

中に感染が拡大した．COVID-19 は，その感

染力の強さと健康に対するリスクの深刻さか

ら，パンデミックの初期段階において，人々の

受診行動に影響を及ぼした可能性がある．本

研究の目的は，重症化リスクの高い 75 歳以

上の後期高齢者を対象に，2021 年 11 月以

降における各月における都道府県別の

COVID-19 の感染状況のばらつき・変動の違

いを「外生ショック」とした感染症拡大による患

者の受診行動の変化（受診抑制・所得弾力

性），及び，受診抑制が健康アウトカムに与え

た影響を定量的に検証することにある． 
先行研究では，COVID-19 によって受診抑

制が発生する様々な原因，及び，そうした受

診抑制のアウトカムについての検証が行われ

ている． 
第 1 に，受診の抑制要因については，受

診者の感染リスクへの懸念，パンデミック対応

のための医療資源の再配置，感染拡大による

医療施設の閉鎖と受診抑制政策，不確実性

やパニック等に着目した分析がなされている．

例えば，Mantica et al.(2020)や Zhang(2021)
では，受診抑制の要因として，患者の感染リス

クへの懸念が指摘されている． COVID-19
は，飛沫による空気感染リスクがあり，混雑し

た医療施設での感染を患者が危惧したため，

緊急ではなく，かつ，命に関わらない病態の

場合，受診回避行動が観察された．また，

Meneghini(2020)と Zhang et al. (2020)におい

ては，パンデミック対応のための医療資源の

再配置も受診抑制要因となっていることが示

された．コロナ禍では，ほとんどの国や地域に

おいて感染者の急増に対応するため医療資

源を再配置する必要に迫られた．結果，感染

症以外に配置されていた医療資源の転用を

余儀なくされ，平時における医療サービスへ

アクセスの確保が困難となった．同様に，感染

拡大による医療施設の閉鎖や受診抑制政策

も受診抑制の要因となった可能性が高い．一

部の地域では，人流を統制するためのロック

ダウンや医療施設の一時的な閉鎖等の措置

がとられたため(Chiba et al.，2021；Kruizinga 
et al.，2021；Vislapuu et al.，2021)，人々が医

療サービスにアクセスできなくなり，受診抑制

傾向が一層悪化することとなった．最後に，

Vai et al.(2021)では，コロナ禍での深刻な不

確実性とパニックが受診抑制の要因であった

可能性が指摘されている．医療従事者や他の

患者との接触，COVID-19 と診断されることに

よって隔離されることへの懸念が，受診抑制を

引き起こしたとしている．  
次に，受診抑制は，個人の健康と社会全体

の公衆衛生に様々な面で否定的な影響を与

えたかもしれない．第 1 に，受診抑制により，

診断と治療の遅延が発生した可能性がある．

先行研究によれば，心筋梗塞，脳卒中等，命

に関わる緊急かつ急性期の入院件数の減少

が報告されている(Bhatt et al.，2020；Lange et 
al.，2020；Masrror et al.，2020；Moroni et al.，
2020；Sud et al.，2020)．こうした診断や治療の

遅れは，健康アウトカムの悪化や死亡率の上

昇に直結する．第 2 に，受診抑制は急性期

ばかりではなく，糖尿病，高血圧，がん等の慢

性期疾患の患者にも影響を与える(Jones et 
al.，2020；Lazzerini et al.，2020；Ma & Holt，
2020；Ryan et al.，2020)．定期的検診やスクリ

ーニング，フォローアップの診療が遅れたり，

実施されなかったりすることで，疾患管理が不

十分となり，症状の悪化や潜在的な合併症の

発生確率が上昇した．がんのスクリーニングの

中断や治療の遅れも報告されており，今後，
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がん患者の生存率に影響を与える可能性が

ある(Dinmohamed et al.，2020)．第 3 に，受診

抑制は，精神疾患患者にも否定的な影響を

与えた可能性が高い．感染への怖れや精神

保健に対するアクセス制限により，精神疾患

患者は，セラピー，薬物療法，緊急介入等の

必要不可欠なケアに対するアクセスが制限さ

れた(Hoyer et al.，2021；Yildirim et al.，
2021)．結果，精神疾患患者間での，心理的

苦痛が深刻となり，症状の悪化，不安，うつ

病，自殺思考等が増大した(Nochaiwong et 
al.，2021；Salari et al.，2020)．第 4 に，受診抑

制は，母子保健にも影響を与えた．コロナ禍

において，妊婦は出産前のケア，出生前検

査，産後のフォローアップ等に対するアクセス

が困難となり，合併症の発生等，母体や出生

児の健康状態への悪影響が危惧された 
(Ashish et al.，2020；Goyal et al.，2021；Hajek 
et al.，2021；Kumari et al.，2020；Kotlar et al.，
2021)．さらに，小児医療，予防接種，乳幼児

に対する健康診断も中断され，発達障害の早

期発見や予防的介入が妨げられる可能性高

まった． 
さらに，先行研究では，COVID-19 の重症

化や合併症の発生リスクが高い脆弱な高齢者

で，受診抑制の確率が高い傾向にあることが

強調されている(Daoust，2020)．こうした高齢

者の受診抑制行動は，ウイルス感染拡大への

強い懸念やそれに関連する要因に起因する

ものであると指摘されている(Banakar et al.，
2020)．具体的には，高齢者に回避行動傾向

が観察される医療サービスには，定期的な健

康チェックや予防ケア，緊急ではない待機的

手術，歯科治療，リハビリテーションと理学療

法，在宅医療サービス等が含まれる

(D'Adamo et al.，2020；Goethals et al.，2020；
Mahdi et al.，2020；Yang et al.，2020)． 

最後に，Zhang(2021)と Cantor et al.(2022)
の結果を紹介しておく．Zhang(2021)では，受

診抑制と死亡率との関連性についての分析

が行われている．当該研究では，米国におけ

る最大，かつ，唯一の公的セクターの医療施

設ネットワークである，Veterans Health 
Administration のデータ(2020 年 3 月中旬－

5 月初旬)を用いて，COVID-19 第 1 波を網

羅する包括的な分析が行われている．結果，

本研究では，第 1 波期中，受診抑制の著しい

増加が明らかにされた．また，こうした受診抑

制行動が，非 COVID-19 疾患の患者の死亡

率の上昇と有意に関連していることがわかっ

た．本研究では，COVID-19 関連死と非

COVID-19 関連死とを区別することが，受診

抑制の全体的影響を捉える上で重要であるこ

とが強調され，高齢者の受診抑制による影響

を緩和するためには，何らかの介入や政策が

必要であることが指摘されている． 
Cantor et al.(2022)では，パンデミックに対

処するためのシェルターインプレース(いわゆ

る，non-pharmaceutical interventions：公衆衛

生的／非医薬品介入)政策が受診行動に与

える影響を捉えるため，レセプト情報と集計さ

れた携帯電話による位置情報を突合し，カウ

ンティ・レベルでの受診行動パターンの変化

が検証されている．観察期間は，COVID-19
の第 1 波を対象としており，当初の危機的な

状況の影響が，詳細に分析されている．結

果，シェルターインプレース政策の実施に伴

い，週ごとの予防ケアや待機的手術，診療所

や病院等への外来頻度が減少したことが明ら

かにされた．他方，COVID-19 パンデミックへ

の郡レベルでの感染状況を統制すると，政策

効果が縮小することがわかった．この結果か

ら，ソーシャル・ディスタンス施策は，受診抑制

を助長したとされているが，たとえ，こうした施
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策を実施しなくとも，相当程度の受診抑制が

行ったことが示唆される． 
 
B．研究方法 
B-1 データ，及び，標本数 
 本研究では，厚生労働省・保険局調査課に

より収集・整備が進められている「所得課税情

報等に応じた医療費情報」(暫定版：2021 年

11 月-2022 年 8 月，北海道)に，市区町村の

感染者数(日次情報)と人口(住民基本台帳か

ら推定した年次情報)を基に，北海道内の各

14 総合振興局・振興局で人口 1 万人当たり

の感染者数を月次集計したデータを突合し，

分析を行う．なお，本研究の観察期間は，第

6 波と第 7 波を含んでおり，分析対象となるの

は，75 歳以上の後期高齢者で，生活保護の

非受給者である．結果，分析に用いるデータ

の標本数は，各月約 84-86 万件で、観察期

間の 10 カ月間の総計で約 850 万件である． 
 
B-3 アウトカム変数 
 本研究では、後期高齢者の医療サービスの

利用について，様々な側面からの評価を行う

ため，複数のアウトカム変数を用いる．具体的

には，①全標本を対象とした受診率(%)，及
び，入院・外来・歯科・調剤別の受診率(%)，
②全標本を対象とした 1 人当たり医療支出，

及び，入院・外来・歯科・調剤別の 1 人当たり

医療支出，そして，③全標本を対象とした 1
人当たり診療実日数，及び，入院・外来・歯科

・調剤別の 1 人当たり診療実日数，である． 
  
B-4 層別解析 
 本研究では，地域・所得・傷病別の層別解

析を行った．第 1 に，地域別については，北

海道内の 14 の各総合振興局・振興局ごと

に、層別化し，地域間での比較を行った．第 2

に，厚生労働省・保険局調査課から提供して

頂いた「所得課税情報等に応じた医療費情

報」は，レセプトに詳細な所得情報が突合され

た本邦初のデータセットであることから，課税

対象者と非課税対象者とに層別化し，分析を

行った．最後に，20 の傷病別(大分類)に層別

化し，受診行動・医療需要の違いについて検

証を行った． 
（倫理面への配慮） 

本研究では，厚生労働省保健局調査課に

より収集・整備が行われた「所得課税情報等

に応じた医療費情報」の匿名化された個票情

報を用いるに当たり，早稲田大学「人を対象と

する研究に関する倫理審査委員会」にて，倫

理審査不要の判断を受けている(承認番号：

2022-HN038；承認日：2022 年 11 月 25 日)．
なお，提供された個票には個人を特定できる

情報は含まれていない． 
 
C．研究結果 
C-1 全標本を対象とした分析結果   

図1は、観察期間中(2021年11月-2022年8
月)における，COVID-19の感染者の有無(感
染者が1人でもいれば「1」；それ以外「0」)を，

北海道の総合振興局・振興局別に月次ベー

スで示した図である．なお、同期間中に、

COVID-19の第6波と第7波が発生しており，

図1から，14地域のほとんどで，ほぼ全期間に

わたって，COVID-19の感染が報告されてい

ることがわかる． 
図2は，同期間中における受診率(左図)，1

人当たり医療支出(中央図)，1人当たり診療実

日数(右図)を示している．全ての図において，

青色の折れ線は月ごとの人口1万人当たりの

感染者数(左の縦軸)を示している． 
まず，左図において，受診率(%)(右の縦

軸)を示す赤色の折れ線をみると，第6波が発
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生した2022年1-2月に、受診率が大幅に減少

し，後期高齢者の間で受診抑制が起こったと

推測できる．また，同年5月にも受診率が減少

しているが，6月には受診率が元に戻っている

ことから，この結果は，医療施設が休診となる

5月初旬のゴールデンウィークの影響を反映し

ているのかもしれない．他方で，第7波に当た

る2022年7-8月には，受診率の減少はほとん

ど観察されなかった． 
次に，中央図では，赤色の折れ線が全標

本を対象に算出した1人当たりの医療支出(右
の縦軸)，緑色の折れ線が受診者のみを対象

に算出した1人当たりの医療支出(右の縦軸)
を示している．また，右図では，赤色の折れ線

が全標本を対象に算出した1人当たりの診療

実日数(右の縦軸)，緑色の折れ線が受診者

のみを対象に算出した1人当たりの診療実日

数(右の縦軸)を示している．中央図と右図に

おいても，左図で示された受診率を反映し，

第6波では大幅に減少したが，第7波ではそう

した傾向はみられないことがわかる．興味深い

ことに，この傾向は，全標本を対象とした算出

でも，受診者のみを対象とした算出において

も，一貫した傾向であるという点である．こうし

た結果から，後期高齢者間で，第6波では受

診抑制が発生したが，第7波では発生しなか

った可能性が高い． 
 では，次に，入院・外来・歯科・調剤別にみ

てみることにしよう．図3は，入院患者のみに焦

点を当て，図2を描き直した図である．図2と同
じく，第6波では入院受診率が大幅に減少し

ている一方で，図2とは異なり，第7波において

も同様に大幅な受診率の減少が観察された．

もう1つ重要なのは，第6波が収束した6月にお

いて入院の受診率が大幅に増加している点

である．この結果は，感染収束まで入院受診

を延期していた可能性を示唆しているかもし

れない．さらに，全標本を対象とした場合とは

異なり，中央図と右図をみると，医療支出と診

療実日数の減少は，入院受診者のみを対象

とした場合に若干観察されるものの，小幅な

減少に留まり，ほとんど変動がないことがわか

る． 
 第3に，外来受診についてみてみよう．図4を
みると，全標本を対象とした図2と同様，受診

率・医療支出・診療実日数のどの観点からみ

ても，大幅な受診抑制は第6波のみで発生し

ており，第7波では観察されない．また，医療

施設が休診となる5月初旬のゴールデンウィー

クの影響，それに続く6月の回復基調もみてと

れる．外来は，入院よりも緊急性や重篤性が

低い病態患者が多いと考えられることから，当

初，感染状況に対して，より敏感に反応すると

想定していたが，受診率をみる限り，第7波に

ついては， むしろ，外来よりも入院受診の方

が敏感に反応していることがわかる． 
 第4に，歯科受診について，図5をみると，第

6波・第7波(第6波ほどではないが)双方にお

いて受診率が大幅に下落していることがわか

る．COVID-19は飛沫による空気感染リスクが

高いため，口腔内での治療を行うことの多い

歯科が，重症化リスクの高い高齢者から忌避

された可能性が高い．ここで着目すべきは，

入院受診と同様，6月には，歯科受診が大幅

に増加傾向にあることであり，入院受診と同

様，感染収束まで歯科治療を延期していた可

能性が高い．他方で，入院と同様，中央図と

右図とみると，医療支出と診療実日数の減少

は，入院受診者のみを対象とした場合に若干

観察されるものの，小幅な減少に留まり，ほと

んど変動がない． 
最後に，図6では，調剤受診が示されてい

る．ここでも，第6波で調剤受診が急激に減少

傾向にあることがわかる．他方で，第7波では
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そうした落ち込みは観察されない．調剤は，

外来時に利用されることが多いため，受診率・

医療支出・診療実日数のどの観点からみて

も，図4の外来受診と類似した傾向がみられ

る．したがって，外来と同様，5月初旬のゴー

ルデンウィークの影響，それに続く6月の回復

基調もみてとれる． 
 以上，要約すると，入院・外来・歯科・調剤

別で，パンデミックにおける受診行動が異なっ

ていることがわかる．入院と歯科受診について

は，第 6 波と第 7 波ともに受診抑制が観察さ

れたが，外来・調剤受診では第 7 波について

は受診抑制が観察されなかった．前者では，

後期高齢者間での感染リスクを回避する行動

が一貫しているが，後者ではそうした行動はと

っていなかったことになる．こうした結果から，

コロナ禍における受診行動の複雑性がみてと

れる． 
 
C-2 地域による層別分析の結果 
   図 7-図 13 は，それぞれ，地域による層別

分析の結果をしめしている．なお，全ての図

において，人口・人口密度が高く，したがっ

て，他の振興局に比べ感染者数が多かった

札幌市を有する石狩振興局のみを別図として

示した．折れ線の定義は，C-1 と同じである． 
 これらの図から，地域間で人口 1 万人当た

りの感染者数に違いがあるものの，受診率・医

療支出・診療実日数のいずれのアウトカムを

みても，全地域において，第 6 波で受診率が

減少傾向にあることがわかる．興味深いのは，

例えば，図 7 をみると，宗谷総合振興局・日

高振興局・根室振興局・檜山振興局・留萌振

興局において，第 6 波(2022 年 1-2 月)時点

での感染者数がほぼ 0 であるにもかかわら

ず，受診抑制が発生している点である．  
 

C-3 所得による層別分析の結果  
 図 14-18 は，所得による層別分析の結果で

ある．図 14 は，全標本対象にしたもの，図 15
は入院のみ，図 16 は外来のみ，図 17 は歯

科のみ，図 18 は調剤のみの結果を示してい

る．また，受診率，医療支出，診療実日数の

各図で，左図は所得の低い非課税対象者，

右図は課税対象者の結果である．なお，折れ

線については，C-2 までの図とは異なり，受診

率のみ，赤色からオレンジ色の折れ線で表わ

されていることに注意されたい． 
 まず，図 14 からは，所得水準とは無関係

に，第 6 波では受診率が大きく落ち込み，受

診抑制が発生していることがわかる．また，医

療支出と診療実日数の図からも同様のことが

みてとれる一方で，第 7 波では受診抑制は観

察されない．興味深いのは，受診率をみる限

り，受診行動には所得勾配(income gradient)
が介在しておらず，異なる所得水準で，同様

の受診行動のパターンが観察される点であ

る．他方で，受診者について，課税対象者と

非課税対象者を比較すると(緑色の折れ線)，
わずかながら，課税対象者の方が，医療支出

が高く，診療実日数が長い傾向があることが

わかる(図 14)．同様の傾向は，入院と外来で

も観察される(図 15-16)． 
一方，図 17 では，歯科受診については，

所得勾配が介在する可能性が示されている．

この図をみると，課税対象者は非課税対象者

と比べ，歯科の受診率が高い傾向にあること

がわかる．しかし，受診者のみを対象とした場

合の医療支出と診療実日数については，所

得勾配は介在していない（緑色の折れ線）．な

お，双方ともに，第 6 波のみならず，第 7 波で

も受診率が大幅に下落しており，所得とは無

関係に，口腔ケアを行う歯科が，後期高齢者

に忌避される傾向にあったことがみてとれる．  
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最後に，図 18 では、調剤受診について

は，所得勾配はほとんど介在しておらず、所

得水準は，コロナ禍での調剤受診に影響を与

えないことがわかる．さらに，受診者を対象と

した医療支出や診療実日数についても所得

勾配は観察されない． 
 
C-4 傷病による層別分析の結果 
図 19-20 はそれぞれ，傷病別の入院と外来

の受診行動を示している．青色の折れ線が人

口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，赤色

の折れ線が受診率(%)(右の縦軸)である．図

19 からから，入院受診率は，重症急性期呼吸

器症候群(SARS)を除いて，全般的に，いず

れの傷病でも，第 6 波で大きく下落傾向にあ

る．第 7 波においても，入院受診率が減少し

た傷病は，感染症及び寄生虫症，新生物，血

液，内分泌，神経，眼，耳，循環器，消化器，

筋骨格系，腎尿路生殖器，先天奇形であっ

た．また，これらの傷病のほとんどで，6 月に

大幅な受診率の増加が起こっている． 
図 20 は，傷病別の外来の受診行動を示し

ている．図 20 をみると，あきらかに入院受診と

は異なる動向を示す傷病が存在する．感染症

・寄生虫症、眼、耳、消化器、皮膚など一部の

傷病では、入院と同様，第 6 波に対する受診

抑制が観察されるが，新生物，血液，内分

泌，精神，神経などでは，むしろ外来受診が

顕著に増加傾向にあることが確認できる．さら

に，図 19 と図 20 を合わせてみると，第 6 波と

第 7 波ともに，入院では受診率が減少傾向，

外来では増加傾向と，ほぼ逆の動向を示して

いるのが，血液，内分泌，神経であった．ま

た，第 6 波，あるいは，第 7 波のみで，同様

に，入院と外来でほぼ逆の傾向を示していた

のが，第 6 波のみの新生物(第 6 波のみ)，残
りは第 7 波のみの，感染症・寄生虫症，精

神，循環器，呼吸器，筋骨格系，腎臓尿生殖

器，損傷であった． 
 
D．考察／E．結論 
本研究での記述統計的な分析に基づく結

果は，COVID-19 感染拡大時における，後期

高齢者の受診行動に対し，様々な示唆を与

える．全標本を対象とした分析では，第 6 波

において，受診率が大幅に下落し，受診抑制

が発生することが明らかになった．同様の傾

向は，入院・外来・歯科・調剤の全てで観察さ

れた．また，医療支出と診療実日数について

も，全標本を対象として算出した場合も，受診

者のみの場合でも，同じであったことから，い

ずれのアウトカムについても一貫した傾向で

あることがわかる． 
また，入院と歯科受診に関して，感染が一

旦収束する 6 月に受診率が大幅に増加する

現象が観察され，この結果は，感染収束まで

入院や歯科の受診を延期していた可能性を

示唆している．  
層別分析でも，いくつかの興味深い示唆を

得た．第 1 に，受診抑制は，必ずしも，居住

地域近隣の感染状況にのみ依存して発生す

るわけではなく，居住地域と同じ都道府県内

の大都市，都道府県全体，あるいは，全国の

感染状況によって発生する可能性があるとい

うことである．この結果から，コロナ禍での受診

行動の分析には，居住地域とより広域での感

染状況との相関を見据えながら，分析を行う

必要があるといえるだろう． 
第 2 に，受診率をみる限り，受診行動には

所得勾配が介在せず，異なる所得水準での

受診行動のパターンに違いはない．入院・外

来の受診者のみを対象にすると，非課税対象

者に比べ，課税対象者の方が，わずかなが

ら，医療支出が高く，診療実日数が長い傾向
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があるものの，受診率の結果から，日本にお

ける皆保険制度の下，コロナ禍でも，概ね，医

療サービスに対するアクセスの公正性が担保

されていたといえるだろう． 
傷病による層別分析からは，一部の傷病

で，第 6 波，第 7 波ともに入院受診率が減少

傾向を示すと同時に，6 月に大幅な受診率の

増加が発生したことから，感染収束まで入院

受診を延期していた可能性が示唆され，これ

らの傷病を基礎疾患として抱える後期高齢者

は重症化リスクを怖れ，パンデミックに対し一

貫して敏感な反応を示したのかもしれない． 
最後に，傷病によっては，入院と外来とで，

パンデミック下において，逆の動向を示したこ

とから，感染拡大による病床数の逼迫等，医

療供給体制の制約条件に影響を受け，入院

受診から外来受診へのシフトが発生した可能

性が示唆される． 
今後，全国を対象として，各二次医療圏に

おける医療供給体制のデータを突合し，月次

ベースでの医療サービス(COVID-19，及び，

COVID-19 以外の傷病)に対する需要を解析

すれば，供給体制の逼迫が患者の受診行動

とアウトカムに与える影響を検証することが可

能となる．そうした分析を行うことで，将来の感

染症対策や，有事における医療供給体制の

整備に資する基礎資料が得られるだろう． 
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図 1. 北海道内における地域別の COVID-19 発生状況の月次推移(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
 

 
図 2. 全標本を対象とした受診率，医療支出，及び，診療実日数の月次推移 
(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
注：全ての図において，青色の折れ線は月ごとの人口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，赤色の折れ線は，左図では

受診率(%)(右の縦軸)，中央図では 1 人当たりの医療支出(右の縦軸)，右図では 1 人当たりの診療実日数(右の縦軸)を示

す．また，中央図と右図における緑色の折れ線は，いずれも，受診者のみを対象として算出した月次データの推移である． 
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図 3. 入院受診を対象とした受診率，医療支出，及び，診療実日数の月次推移 
(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
注：全ての図において，青色の折れ線は月ごとの人口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，赤色の折れ線は，左図では

受診率(%)(右の縦軸)，中央図では 1 人当たりの医療支出(右の縦軸)，右図では 1 人当たりの診療実日数(右の縦軸)を示

す．また，中央図と右図における緑色の折れ線は，いずれも，受診者のみを対象として算出した月次データの推移である． 

 

 
図 4. 外来受診を対象とした受診率，医療支出，及び，診療実日数の月次推移 
(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
注：全ての図において，青色の折れ線は月ごとの人口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，赤色の折れ線は，左図では

受診率(%)(右の縦軸)，中央図では 1 人当たりの医療支出(右の縦軸)，右図では 1 人当たりの診療実日数(右の縦軸)を示

す．また，中央図と右図における緑色の折れ線は，いずれも，受診者のみを対象として算出した月次データの推移である． 
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図 5. 歯科受診を対象とした受診率，医療支出，及び，診療実日数の月次推移 
(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
注：全ての図において，青色の折れ線は月ごとの人口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，赤色の折れ線は，左図では

受診率(%)(右の縦軸)，中央図では 1 人当たりの医療支出(右の縦軸)，右図では 1 人当たりの診療実日数(右の縦軸)を示

す．また，中央図と右図における緑色の折れ線は，いずれも，受診者のみを対象として算出した月次データの推移である． 

 

 
図 6. 調剤受診を対象とした受診率，医療支出，及び，診療実日数の月次推移 
(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
注：全ての図において，青色の折れ線は月ごとの人口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，赤色の折れ線は，左図では

受診率(%)(右の縦軸)，中央図では 1 人当たりの医療支出(右の縦軸)，右図では 1 人当たりの診療実日数(右の縦軸)を示

す．また，中央図と右図における緑色の折れ線は，いずれも，受診者のみを対象として算出した月次データの推移である． 
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図 7. 全標本を対象とした，北海道内における地域別受診率の月次推移 
(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
注：人口・人口密度が高く，他の振興局に比べ感染者数が多かった札幌市を有する石狩振興局のみを別図として示した．

青色の折れ線は月ごとの人口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，赤色の折れ線は受診率(%)(右の縦軸)を示す． 
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図 8. 全標本を対象とした，北海道内における地域別 1 人当たり医療支出の月次推移 
(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
注：人口・人口密度が高く，他の振興局に比べ感染者数が多かった札幌市を有する石狩振興局のみを別図として示した．

青色の折れ線は月ごとの人口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，赤色の折れ線は 1 人当たりの医療支出(右の縦軸)，

緑色の折れ線は受診者のみを対象として算出した 1 人当たりの医療支出(右の縦軸)を示す． 
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図 9. 全標本を対象とした，北海道内における地域別 1 人当たり診療実日数の月次推移 
(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
注：人口・人口密度が高く，他の振興局に比べ感染者数が多かった札幌市を有する石狩振興局のみを別図として示した．

青色の折れ線は月ごとの人口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，赤色の折れ線は 1 人当たりの診療実日数(右の縦

軸)，緑色の折れ線は受診者のみを対象として算出した 1 人当たりの診療実日数(右の縦軸)を示す． 
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図 10. 入院受診を対象とした，北海道内における地域別受診率の月次推移 
(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
注：人口・人口密度が高く，他の振興局に比べ感染者数が多かった札幌市を有する石狩振興局のみを別図として示した．

青色の折れ線は月ごとの人口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，赤色の折れ線は受診率(%)(右の縦軸)を示す． 
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図 11. 外来受診を対象とした，北海道内における地域別受診率の月次推移 
(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
注：人口・人口密度が高く，他の振興局に比べ感染者数が多かった札幌市を有する石狩振興局のみを別図として示した．

青色の折れ線は月ごとの人口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，赤色の折れ線は受診率(%)(右の縦軸)を示す． 
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図 12. 歯科受診を対象とした，北海道内における地域別受診率の月次推移 
(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
注：人口・人口密度が高く，他の振興局に比べ感染者数が多かった札幌市を有する石狩振興局のみを別図として示した．

青色の折れ線は月ごとの人口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，赤色の折れ線は受診率(%)(右の縦軸)を示す． 
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図 13. 調剤受診を対象とした，北海道内における地域別受診率の月次推移 
(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
注：人口・人口密度が高く，他の振興局に比べ感染者数が多かった札幌市を有する石狩振興局のみを別図として示した．

青色の折れ線は月ごとの人口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，赤色の折れ線は受診率(%)(右の縦軸)を示す． 
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図 14. 全標本を対象とした，課税対象・非課税対象別の受診率、医療支出、及び，診療実日数の

月次推移(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
注：全ての図において，青色の折れ線は月ごとの人口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，左図のオレンジ色の折れ線は

受診率(%)(右の縦軸)，赤色の折れ線は，中央図では 1 人当たりの医療支出(右の縦軸)，右図では 1 人当たりの診療実

日数(右の縦軸)を示す．また，中央図と右図における緑色の折れ線は，いずれも，受診者のみを対象として算出した月次

データの推移である． 

 

 

図 15. 入院受診を対象とした，課税対象・非課税対象別の受診率、医療支出、及び，診療実日数

の月次推移(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
注：全ての図において，青色の折れ線は月ごとの人口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，左図のオレンジ色の折れ線は

受診率(%)(右の縦軸)，赤色の折れ線は，中央図では 1 人当たりの医療支出(右の縦軸)，右図では 1 人当たりの診療実

日数(右の縦軸)を示す．また，中央図と右図における緑色の折れ線は，いずれも，受診者のみを対象として算出した月次

データの推移である． 
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図 16. 外来受診を対象とした，課税対象・非課税対象別の受診率、医療支出、及び，診療実日数

の月次推移(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
注：全ての図において，青色の折れ線は月ごとの人口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，左図のオレンジ色の折れ線は

受診率(%)(右の縦軸)，赤色の折れ線は，中央図では 1 人当たりの医療支出(右の縦軸)，右図では 1 人当たりの診療実

日数(右の縦軸)を示す．また，中央図と右図における緑色の折れ線は，いずれも，受診者のみを対象として算出した月次

データの推移である． 

 

 

図 17. 歯科受診を対象とした，課税対象・非課税対象別の受診率、医療支出、及び，診療実日数

の月次推移(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
注：全ての図において，青色の折れ線は月ごとの人口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，左図のオレンジ色の折れ線は

受診率(%)(右の縦軸)，赤色の折れ線は，中央図では 1 人当たりの医療支出(右の縦軸)，右図では 1 人当たりの診療実

日数(右の縦軸)を示す．また，中央図と右図における緑色の折れ線は，いずれも，受診者のみを対象として算出した月次

データの推移である． 
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図 18. 調剤受診を対象とした，課税対象・非課税対象別の受診率、医療支出、及び，診療実日数

の月次推移(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
注：全ての図において，青色の折れ線は月ごとの人口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，左図のオレンジ色の折れ線は

受診率(%)(右の縦軸)，赤色の折れ線は，中央図では 1 人当たりの医療支出(右の縦軸)，右図では 1 人当たりの診療実

日数(右の縦軸)を示す．また，中央図と右図における緑色の折れ線は，いずれも，受診者のみを対象として算出した月次

データの推移である． 

 

 
図 19. 入院受診を対象とした，傷病別受診率の月次推移(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
注：全ての図において，青色の折れ線は月ごとの人口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，赤色の折れ線は受診率

(%)(右の縦軸)． 
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図 20. 外来受診を対象とした，傷病別受診率の月次推移(2021 年 11 月-2022 年 8 月) 
注：全ての図において，青色の折れ線は月ごとの人口 1 万人当たりの感染者数(左の縦軸)，赤色の折れ線は受診率

(%)(右の縦軸)． 
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２０２３年 ３月 ２５日 
厚生労働大臣 殿                                       

  
                                                                         
                              機関名   早稲田大学 
 

                      所属研究機関長 職 名  総長 
                                                                                      
                              氏 名  田中 愛治         

   次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名   厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））                                      

２．研究課題名   レセプトデータ等を用いた、長寿化を踏まえた医療費の構造の変化に影響を及ぼす要

因分析等のための研究（政策変更を「自然実験」とする弾力性の推計に係る実証研究）（22AA1002）                                      

３．研究者名  （所属部署・職名）    政治経済学術院・教授                              

    （氏名・フリガナ）    野口 晴子（ノグチ ハルコ）                              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



２０２３年 ３月 ２５日 
厚生労働大臣 殿                                       

  
                               機関名   早稲田大学 
 

                      所属研究機関長 職 名  総長 
                                                                                      
                              氏 名  田中 愛治         

   次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名   厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））                                      

２．研究課題名   レセプトデータ等を用いた、長寿化を踏まえた医療費の構造の変化に影響を及ぼす要

因分析等のための研究（政策変更を「自然実験」とする弾力性の推計に係る実証研究）（22AA1002）                                      

３．研究者名  （所属部署・職名）    理工学術院・教授                              

    （氏名・フリガナ）    朝日 透（アサヒ トオル）                              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



２０２３年 ３月 ２５日 
厚生労働大臣 殿                                       

                                                                        
                               機関名   早稲田大学 
 

                      所属研究機関長 職 名  総長 
                                                                                      
                              氏 名  田中 愛治         

   次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名   厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））                                      

２．研究課題名   レセプトデータ等を用いた、長寿化を踏まえた医療費の構造の変化に影響を及ぼす要

因分析等のための研究（政策変更を「自然実験」とする弾力性の推計に係る実証研究）（22AA1002）                                      

３．研究者名  （所属部署・職名）    理工学術院・教授                              

    （氏名・フリガナ）    山名 早人（ヤマナ ハヤト）                              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



２０２３年 ３月 ２５日 
厚生労働大臣 殿                                       

  
                                                                         
                              機関名   早稲田大学 
 

                      所属研究機関長 職 名  総長 
                                                                                      
                              氏 名  田中 愛治         

   次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名   厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））                                      

２．研究課題名   レセプトデータ等を用いた、長寿化を踏まえた医療費の構造の変化に影響を及ぼす要

因分析等のための研究（政策変更を「自然実験」とする弾力性の推計に係る実証研究）（22AA1002）                                      

３．研究者名  （所属部署・職名）    人間科学学術院・教授                              

    （氏名・フリガナ）    川村 顕（カワムラ アキラ）                              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



２０２３年 ３月 ２５日 
厚生労働大臣 殿                                       

  
                                                                         
                              機関名   早稲田大学 
 

                      所属研究機関長 職 名  総長 
                                                                                      
                              氏 名  田中 愛治         

   次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名   厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））                                      

２．研究課題名   レセプトデータ等を用いた、長寿化を踏まえた医療費の構造の変化に影響を及ぼす要

因分析等のための研究（政策変更を「自然実験」とする弾力性の推計に係る実証研究）（22AA1002）                                      

３．研究者名  （所属部署・職名）    政治経済学術院・准教授                              

    （氏名・フリガナ）    遠山 祐太（トオヤマ ユウタ）                              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



２０２３年 ３月 ２５日 
厚生労働大臣 殿                                       

  
                                                                         
                              機関名   早稲田大学 
 

                      所属研究機関長 職 名  総長 
                                                                                      
                              氏 名  田中 愛治         

   次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名   厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））                                      

２．研究課題名   レセプトデータ等を用いた、長寿化を踏まえた医療費の構造の変化に影響を及ぼす要

因分析等のための研究（政策変更を「自然実験」とする弾力性の推計に係る実証研究）（22AA1002）                                      

３．研究者名  （所属部署・職名）    商学学術院・講師（専任）                              

    （氏名・フリガナ）    富 蓉（フ ヨウ）                              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



２０２３年 ３月 ２５日 
厚生労働大臣 殿                                       

  
                                                                        
                              機関名   早稲田大学 
 

                      所属研究機関長 職 名  総長 
                                                                                      
                              氏 名  田中 愛治         

   次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名   厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））                                      

２．研究課題名   レセプトデータ等を用いた、長寿化を踏まえた医療費の構造の変化に影響を及ぼす要

因分析等のための研究（政策変更を「自然実験」とする弾力性の推計に係る実証研究）（22AA1002）                                      

３．研究者名  （所属部署・職名）    教育・総合学術院・助教                              

    （氏名・フリガナ）    及川 雅斗（オイカワ マサト）                              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



２０２３年 ３月 ２５日 
厚生労働大臣 殿                                       

  
                                                                         
                              機関名   山梨大学 
 

                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  島田 真路         

   次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名   厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））                                      

２．研究課題名   レセプトデータ等を用いた、長寿化を踏まえた医療費の構造の変化に影響を及ぼす要

因分析等のための研究（政策変更を「自然実験」とする弾力性の推計に係る実証研究）（22AA1002）                                      

３．研究者名  （所属部署・職名）    大学院総合研究部医学域社会医学講座・教授                              

    （氏名・フリガナ）    山縣 然太朗（ヤマガタ ゼンタロウ）                              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



２０２３年 ３月 ２５日 
厚生労働大臣 殿                                       

  
                                                                         
                              機関名   大阪公立大学 
 

                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  辰巳砂 昌弘         

   次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名   厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））                                      

２．研究課題名   レセプトデータ等を用いた、長寿化を踏まえた医療費の構造の変化に影響を及ぼす要

因分析等のための研究（政策変更を「自然実験」とする弾力性の推計に係る実証研究）（22AA1002）                                      

３．研究者名  （所属部署・職名）    社会科学系・准教授                              

    （氏名・フリガナ）    牛 冰（ギュウ ヒョウ）                              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


